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伊方原子力発電所環境安全管理委員会原子力安全専門部会 

議事録 

 

日時 平成 25 年９月 11 日（水）13:30～ 

場所 愛媛県水産会館 ６階 大会議室 

 

 

１ 開会 

 

○事務局 それでは、定刻となりましたので始めさせていただきます。 

 まず、傍聴者の皆さま方に傍聴に際しての遵守事項を申し上げます。会議の開催中は、

静粛に傍聴し、会議における言論等に対して拍手等により公然と可否を表明したり、威圧

的行為をしたりしないこと。飲食、喫煙をしないこと。写真、ビデオ等の撮影、録音等は

しないこと。その他会議の秩序を乱す等の行為をしないこと等となっておりますので、ご

協力をお願いいたします。会議の傍聴をされる方は、事務局の指示に従っていただくとと

もに、先ほどの遵守事項に違反する場合には、退場していただく場合があります。また、

携帯電話等をお持ちの方は、マナーモード等に設定いただきますようお願いいたします。 

 それでは、まず、岡田県民環境部長からご挨拶を申し上げます。 

○県民環境部長 はい、失礼します。 

本日は、皆さま、大変お忙しい中、当議会のほうにご出席を賜りまして、誠にありがと

うございます。 

 また、日ごろから、本県の原子力安全行政に対しまして格別のご協力・ご理解をいただ

いておりますことをこの場をお借りしまして厚く御礼申し上げたいと思います。 

 まず、冒頭、訃報のお知らせがございます。もう皆さんご承知かとは思いますけども、

本委員会の専門部会委員として 37年間の長きにわたりましてご就任いただきましてご協力

いただきました濱本委員さんが、さる８月 30 日、ご逝去されました。濱本委員におかれま

しては、平成８年に当時の技術専門部会の部会長にご就任いただきまして、その後、本年

１月に開始をいたしました当原子力安全専門部会の部会長長といたしまして熱心にご指導

をいただきました。あらためましてこの場をお借りいたしまして先生のご功績に対しまし

て感謝申し上げますとともに、深くご冥福をお祈り申し上げたいと思います。 

 さて、伊方原発の安全審査ということで、７月８日施行いたしました国の新しい規制基

準に基づきまして、今現在、伊方３号機につきましても、全国６原発の 12 炉の中で審査が
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進められております。また、県に対しましても、原子力規制委員会への申請と同時に、安

全協定に基づく事前協議という形で協議書が提出されておりますので、これに対しまして

県としても当部会を中心といたしまして国と並行して審査・確認をしていく、そういう観

点から、７月 17 日にお集まりいただきまして、皆さまのご審議をいただいたところでござ

います。 

 本日の専門部会では、前回の会議を踏まえまして、当部会として確認・審議を進めてい

く論点整理、および、それを踏まえました今後の部会の進め方、こういうことにつきまし

て事務局のほうから案を示させていただきたいと思います。 

 それから、国のほうで審査が進んでおります伊方３号機の審査状況、新聞等でいろいろ

審議の状況も出ておりますけども、ひと月ちょっとたちまして、この場で、現在までの審

議状況、それに対する四国電力さんの対応状況、これにつきまして四国電力のほうから、

中間報告という形になろうかと思いますが、現在の状況につきましてつぶさに説明をして

いただくようにしております。 

 繰り返しになりますけども、伊方３号機の安全審査、これにつきましては、国の厳格な

審査、これと並行いたしまして、当部会のほうでも先生方のお力をお借りしましてしっか

りと並行してその内容を確認していく、そういうことが必要かと考えておりますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 本日は、先ほど申しました議題を中心に審議を進めますので、委員の先生方の皆さま方

の忌憚のないご意見を頂きますようお願いを申し上げまして、挨拶とさせていただきます。 

 本日は、どうかよろしくお願いいたします。 

○事務局 ありがとうございました。 

 今般、管理委員会設置要綱に基づき、望月委員を原子力安全専門部会委員に指名いたし

ておりますので、この場をお借りしてあらためてご紹介いたします。 

 愛媛大学教授の望月委員です。 

 また、本日は、ご都合により、岡村委員がご欠席されております。 

 議事に入ります前に、お手元にお配りしている資料の確認をお願いいたします。「原子力

安全専門部会資料目次」に示しましたとおり、資料は１と２がございます。この他、参考

といたしまして、参考資料１から４を添付しております。また、委員の皆さまには、机上

資料として四国電力から提出された事前協議書の写しを置かせていただいております。資

料の不足等がございましたら、事務局にお申し出ください。 

 これから審議に移りますので、報道機関の方は、事前にお知らせしましたとおり、カメ

ラでの撮影は取材区域でお願いいたします。 

 

２ 議題 

 

 （１）原子力安全専門部会長の選任について 
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○事務局 ただ今から、伊方原子力発電所環境安全管理委員会原子力安全専門部会を開始

いたします。 

 まず、議題１の「原子力安全専門部会長の選任について」です。新しい部会長を選任い

ただく必要がございますが、部会長については、管理委員会設置要綱により、当部会委員

の互選となっております。 

 ご推薦がございましたら、お願いいたします。 

○宇根崎委員 宇根崎でございます。 

 非常に大変僭越ではございますが、望月委員を部会長へ推薦申し上げたく思います。理

由としまして、望月先生、先ほどご紹介ありましたように、長年、伊方発電所の安全対策、

特に環境専門部会においても長年お務めいただいてると。それから、濱本先生、亡くなっ

た濱本先生と同じ放射線医学がご専門でありまして、やっぱりそういう原子力安全という

工学的・技術的な観点からは少しやっぱりスタンスの違った点からご審議をおまとめいた

だくというのが私自身はやっぱり部会の運営としてかなりふさわしいのではないかと思っ

ています。また、やはり愛媛大学ということで、地元の有識者の代表ということで、ぜひ

とも原子力安全専門部会の部会長としてご推薦させていただきたいと思います。よろしく

お願いします。 

○事務局 ただ今、部会長は望月委員にとのご意見がございましたが、いかがでございま

すでしょうか。 

 （「異議なし」の声あり） 

 はい、それでは、望月委員に原子力安全専門部会長をお願いいたします。 

 申し訳ありませんが、望月部会長には席の移動をお願いいたします。 

○望月部会長 ただ今、部会長に選任していただきました望月です。 

 委員の皆さま方のお力添えを得て任務果たしていきたいと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 濱本先生は、私が愛媛大学の学生のときから講義を受けて、それ以来、ずっとお世話に

なってて、恩師であります。 

天の声というか、「やれ」と言うような声が聞こえてきましたので、拝命いたしたいと思

います。どうぞよろしくお願いします。 

 早速ですが、設置要綱に基づきまして、部会長代行を指名させていただきます。部会長

代行は、先ほどご指名いただいた宇根崎先生にしていただきたいと思います。よろしいで

すか。 

 じゃあ、よろしくお願いします。 

○事務局 じゃあ、代行席のほうに移動していただけますでしょうか。 

○望月部会長 じゃあ、審議に入りたいと思います。 

 次の議題は、議題の２の「伊方３号機の新規制基準に基づく審査状況等について」です
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が、前回の専門部会で、論点を整理するようにと事務局に要望があり、整理してもらって

おります。 

 今後の当部会における審議の進め方を含めて事務局から説明をお願いいたします。 

 

 （２）伊方３号機の新規制基準に基づく審査状況等について 

 

  ○原子力安全専門部会における今後の審議の進め方 

 

○事務局 はい。 

 原子力安全対策推進監の伊藤でございます。 

 資料１の説明をさせていただきます。 

 前回の原子力安全専門部会におきまして、新規制基準に基づき四国電力が原子力規制委

員会に申請した申請内容が広範にわたっており、論点を整理すべきとのご意見を頂きまし

た。これを受けまして、事務局の案といたしまして、資料１「原子力安全専門部会におけ

る今後の審議の進め方について」を示させていただいております。 

 まずは、基本方針としまして、当部会の役割について再度挙げさせていただいておりま

す。 

 伊方原子力発電所環境安全管理委員会設置要綱によりまして、原子力安全専門部会の所

掌事項といたしましては、①といたしまして、放射性廃棄物の保管管理状況、②といたし

まして、発電所の主要な施設の設置、変更等に係る安全対策、③といたしまして、発電所

の保守および運転に係る安全対策に関する技術的事項となっております。当部会は、伊方

発電所の安全対策について確認していくものと。ここは、基本方針設置要綱のことを再度

挙げさせていただいております。 

 次に、議論の進め方としてでございますが、まずは読まさせていただきます。 

 １として、原子力規制委員会において、伊方３号機に係る原子炉設置変更許可申請等の

審査が開始され、これまで 12 回にわたり審査会合で審査されるとともに、原子力規制庁に

おいて、個別のヒアリングが進められてございます。 

 ２ですけども、原子力専門部会においては、今回、申請されている伊方３号機の新規制

基準への適合状況について、原子力規制委員会の審査結果および地域の特性を踏まえて確

認していくこととしてございます。 

 ３の当部会における論点につきまして、次の方針により整理し、別紙のとおりとしてご

ざいます。①といたしまして、原子力規制委員会において、主要な論点として取り上げら

れているもの、これ、２枚目に付けさせていただいておりますけども、７月 23 日に原子力

規制委員会の審査会合において伊方発電所の主要な論点として挙げられている資料でござ

います。この中のうち、地域、特に今、重要なものとして下線を引いている部分を挙げさ

せていただいております。また、②といたしまして、これまでの原子力安全専門部会にお
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いて議論になっているもの。③といたしまして、地域の特性を考慮したものとしてござい

ます。 

 これらの方針に基づきまして、裏面にその論点を整理したものを付けさせていただいて

ございます。今回、新規制基準が制定され、強化された基準として、ここに示させていた

だいております「Ⅰ 強化された基準」っていうものが大規模な自然災害への対応強化。

①として、耐震・耐津波性能。②として、自然現象に対する考慮（火山、竜巻、森林火災）

等となっています。 

 ２として、火災・内部溢水・停電等への耐久力向上。①として、火災に対する考慮。②

として、内部溢水に対する考慮。③として、電源の信頼性。④として、その他の施設の性

能、これは特にモニタリングということになってます。 

 Ⅱとしまして、今回、追加された基準としまして、１として、シビアアクシデント対策。

①として、炉心損傷防止対策。②として、格納容器破損防止対策。③として、放射性物質

の拡散抑制対策。④として、指揮所等の支援機能の確保。 

 ２番として、テロ対策として、①として、意図的な航空機衝突への対応となってござい

ます。 

 これらのうち、地域の特性、特に伊方発電所の地域の特性を考慮する必要がある項目と

して下線で示させていただいてございますけども、Ⅰの１の①耐震・耐津波性能。それか

ら、②の自然現象に対する考慮。それから、２の①火災に対する考慮。火災に対する考慮

につきましては、内部火災と外部火災とありまして、特に外部火災のほうが重要となり、

地域の特性としてはよく考えるのが必要なものと。それから、今回、福島事故の最大の原

因となっております電源の信頼性を挙げさせていただいております。また、Ⅱの１としま

して、追加された基準の中でシビアアクシデント対策、こちらについては、代表的な事故

進展シナリオにおける対策の有効性を確認していただくこととしてございます。これは、

プラントにおける対策には、基本的に、そこで働く方々の技能が伴ってくるので、これは

まず有効性をマニュアル等で確認していただいた上で現場における訓練等を確認する必要

があるとして挙げさせていただいております。 

 ただ今、挙げた項目以外につきましては、伊方３号機固有の対策ではなく、同タイプの

プラントの中で確認ができていくものと考えられますので、それ以外については、国にお

いてまずしっかり確認していただければいいというふうに思ってございます。特に、地域

の特性を考慮する必要があるものについては、重点的に今回、確認を深堀りした形でして

いっていただきたいと今回こういうものを選ばさせていただきました。 

 また、この他にも規制庁の審査会合で議論で注目されているような項目、また、委員の

皆さまから特に確認を要すると項目として挙げられたものについては、追加して深掘りを

していくという予定でございます。 

 最後に、今後の開催方針でございますけども、原子力規制委員会の審査状況に応じて適

宜開催していくこととしてございますけども、原子力委員会の審査会合自身がなかなか速
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やかに進んでいるところもございまして、今後は、できましたら月に１回程度は開いてい

きたいと思ってございます。また、シビアアクシデント対策の有効性をご確認いただいた

後に、現地で実際の訓練等を通じて現地調査を実施していく予定でございます。 

 また、１枚目に戻っていただきますと、２としてですけども、規制委員会における処分

が行われた際には、原子力規制庁から出席を求め、処分の根拠・考え方を詳細に聴取し、

当部会として報告書をとりまとめる予定としてございます。で、とりまとまった報告書に

つきましては、管理委員会へ部会長より報告いただく予定としてございます。 

 資料の説明につきましては、以上でございます。 

 

 ＜質疑応答＞ 

 

○望月部会長 はい、どうもありがとうございました。 

 ただ今の説明につきましてご意見・ご質問はございませんでしょうか。 

 はい、森先生、どうぞ。 

○森委員 森でございます。 

 この資料のまず題名の意味するところですけれども、原子力安全専門部会というものと、

もう１つの環境専門部会の２つの部会に再構成、少し前にされたわけですけれども、私の

頭には、それ以前からの８年か９年にわたる議論の中での延長上なのか、それとも、この

題名でいきますと、ここ何カ月間が原子力安全専門部会というふうにまず組織としては定

義できますので、特にこの議論の進め方の３というところに書いてある３つの書いてある

ことを理解するのに、つまり、これまでの原子力安全専門部会において議論になったもの

といいますと、ここわずか、わずかといいますか、数カ月の出来事を書いてあって、ここ

にちょっと将来のことがあまり書いていませんので、それで、質問は何かっていうと、こ

のタイトルにある「今後の審議の進め方」っていう「今後の」という意味ですが、これが

いつまでかという意味です。つまり、当面なのか、今後この原子力安全専門部会における

今後ずっとっていう基本的な立場、それについてちょっともう少し追加説明していただけ

れば。 

○事務局 はい、ここでいいます今回のこの進め方についてまとめさせていただいており

ますのは、今回、伊方３号機の申請の出されていることについての進め方としてこの資料

をまとめさせていただいてございます。 

○森委員 そうすると、「議論の進め方」の１に書いてありますように、「伊方３号機に関

わる原子炉設置変更許可申請等に関わる」っていうのがこの進め方（案）の前に付いてい

ると。ただ、名前が長くなるのでそれを省略しているだけだ、そのように理解してよろし

いでしょうか。 

○事務局 そのとおりでございます。 

○森委員 了解しました。 
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○望月部会長 その他、ございませんでしょうか。 

○森委員 では、もう１点。「議論の進め方」の３のところで、①、②、③、これは適切か

と思いますが、これに加えて、原子力規制委員会においてどのようなことが議論されてる

のかということをまだ十分に知り尽くしておりませんので、もし可能であれば、④として

「原子力安全専門部会において議論が必要と判断されたもの」っていうのを一応付けてお

いていただくと、議論していて新たに出てきて、しかもそれが部会委員の皆さんで「あ、

そうだ」って言うふうになったものが論点に挙げることができるというそういうことを担

保していただければというふうに考えました。 

○事務局 はい、説明ではそのようにさせていただいて、文字面ではちょっと書いていま

せんでしたので、そちらを増やさせていただきたいと思います。 

○望月部会長 原子力規制委員会のすごく長いたくさんの審議の全部をこの部でするのは

ちょっと無理なので、全体の重要な事項と、それと、伊方に特化したようなそういうよう

な関連的なことと、プラス全体の中でこの部会で先生方が気になったことというか、議論

すべきことというのを重点的に討論していくというのがいいんじゃないかなと思うんです

けど。そのような感じでよろしいでしょうか。 

 その他、追加とかございませんでしょうか。 

 はい。 

○渡邉委員 渡邉ですけども、「今後の開催方針」の最後のところに、原子力規制庁の出席

を求め、聴取すると書いてるんですけども、これまで例えば保安院の時代では、そういう

ふうにある程度安全に関することをきちんと説明してもらって、その再評価というか、ご

説明いただいたという経緯あるんですけども、恐らく状況はずいぶん変わってきてるわけ

でして、それは本当にわれわれというか県民の理解につながるようなことになるのかなら

ないのかというのはそこはもういろいろ考慮された上でこういうことになられてるわけで

すかね。いわゆる国の議論というのは非常に専門的になってるわけですよね。そういう議

論というのをこの場でというか、説明するのが適当であるかどうかというのは非常に、前

回もそうでしたけど、いろんな意見に分かれるわけですので、この場というのは、そうい

うことよりももう少しかみ砕いたような議論の進め方をするというふうなことでこういう

ふうに規制に基づいてまとめられてるわけでしょうから、そのへんはどうお考えなんです

か。 

○事務局 はい、まず、原子力規制委員会で処分がなされた後は、原子力規制委員会が専

門的な説明をいくらしてもわれわれは理解できないので、それはやはりわれわれに対して

分かりやすく、住民に対して分かりやすくこの場においてまず説明をいただいて、その中

には確かに専門用語とかも出てくるかもしれないですけども、そちらの用語の取り扱いに

ついては、また皆さま方のお力を借りながら確認をしていくということになっていくと思

います。その上で、われわれとして分かりやすい報告書をまとめまして、管理委員会のほ

うに説明していくという予定にしてございます。 
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○渡邉委員 あと、それと、先ほど申しましたように、国の審査は非常に専門的に進んで

ますんで、やはりこの場の地元のやっぱり委員会というのはやはり現地の調査なんかをき

ちっと入れたような形で、やはり地元でしかできないようなことを中心にやっぱり議論を

するような進め方をするというのがやっぱり地元のわれわれ専門家の委員のするべきこと

ではないかというふうに考えて、これはコメントというか意見です。 

○事務局 はい、当然、現地調査もしかるべきタイミングで実施したいと思っております

ので、その際には、また皆さんのご協力をよろしくお願いいたします。 

○奈良林委員 奈良林です。 

 今、この場では、伊方に特有のことを審議するということでございますけど、今、お話

が出てましたいろいろな発電所、国として共通な部分、そちらの説明がなされないという

のはやはりおかしいと思いますので、そちらの説明については、ちゃんと国に共通なこと

は、例えば福島の事故の原因、それから、それに対する対策、それから、新規制基準はど

ういう対応になってるのか、これをやはり分かりやすく国民に説明していただくというこ

とを県として求めるべきではないかというふうに私は思います。それがあって初めて県民

の方々のご理解も得ますし、ここでの議論というのが非常に充実したものになると思いま

すので、ぜひ県として国に求めていただきたいというふうに思います。 

○事務局 前回の部会のほうで、やはり国のほうからは今の基準の説明、基準の成り立ち、

どういうふうにつくったかという説明は一応受けてございますので、そこは一応クリアし

てる、かどうかはちょっとあれですけども、一応説明は受けてきております。 

○奈良林委員 ここで説明に来てらして説明ということなんですね。本来は、だから、ち

ゃんと自前でちゃんと分かりやすい言葉で説明していただくというのは、本来、あってし

かるべきではないかというふうに思い、他の県の部長さんも、やはりその説明がないので、

地元に来て再稼働の話になると、いきなり来られても困るというふうにお伺いしてますの

で、国のほうと役割分担をして、理解をいただくと。それから、われわれも、地域特有の

ことと、それから、全体に係ることとちゃんと区別してしっかり審議していく必要があり

ますので、ぜひそういった形で、これ、地元の声として伝えていただけたらというふうに

思います。 

○事務局 承りました。 

○森委員 今後の方針というところで、今ほどの奈良林委員のご発言と関連するんですが、

前回、規制庁の方にご説明、多々受けましたけれども、委員の皆さんは具体的にどうかっ

ていうことはやり取りはそれ以上していなかったので、正確に理解はしかねてはいますが、

私自身は、質問はして、それに対する答えは頂いたものの、十分に満足する答えを頂いた

とは全く思っておりません。したがって、頻繁に開くっていうことを前提にするのであれ

ば、持ち帰って次回とかっていうタイムラグっていうのは明らかに、国の方も来ていただ

くのは大変でしょうけれども、われわれ自身も仕事を抱えながらのことでありますので、

もしそういう頻繁にするのであれば、毎回出席していただいてもいいのではないかという
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ふうに思います。 

○事務局 はい、ちょっと調整させてください。われわれだけで決めれることではないの

で、調整させていただきます。 

○望月部会長 その他、ございませんでしょうか。 

 そうしましたら、今の議論を基に、踏まえて、論点の追加、そういうことはございませ

んでしょうか。最後の確認というか。よろしいでしょうか。 

今の方針でやっていくということで、今後の進め方について少しクリアになったんじゃ

ないかなと思いますし、そうするべきではないかなというふうに私自身も思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

  続きまして、原子力規制委員会では、この伊方３号機の原子炉設置変更許可申請につ

いて、審査会合において事業者からヒアリングを行う等、審議を進めておりますので、四

国電力の審査の対応状況につきまして、前回からも時間もたっておりますので、あらため

て申請全体の簡単なおさらいも含めて四国電力から説明をお願いいたしたいと思います。 

 

  ○原子力規制委員会における審査への四国電力の対応状況 

 

○四国電力 四国電力の原子力本部長の柿木でございます。 

 原子力安全専門部会の委員の先生方には、日ごろから伊方発電所の運営につきましてご

理解とご指導を賜りまして、誠にありがとうございます。また、本日は、審査の状況につ

いて説明をさせていただく機会を設けていただきまして、本当にありがとうございました。 

 先ほどの議論の中にも出てまいりましたけれども、本年の７月８日に新しい規制基準が

施行されまして、同日付で伊方３号機の新規制基準適合性確認の申請を原子力規制委員会

に行いますとともに、安全協定に基づく事前協議を愛媛県と伊方町にお願いをいたしまし

て、先般７月 17 日の部会で申請の概要についてご説明をさせていただきました。この申請

以降、現在までに、伊方３号機につきましては、昨日も含めまして合計 12 回の審査会合が

行われております。また、今週末、金曜日でございますけれども、13 日には、国の審査チ

ームによる現地調査も予定をされているところでございます。このうち、７月の 23 日の第

２回目の審査会合におきまして、国から伊方３号機に対する審査の主な論点が示されまし

た。その後の審査会合では、この論点に対する当社の考え方等をご説明し、審査を受けて

いるというところでございます。 

 本日は、この審査の主な論点と、それに対する当社の対応状況についてご説明をさせて

いただきます。当社といたしましては、国の審査に真摯に対応いたしまして、できるだけ

速やかに新規制基準に適合しているとの評価を頂けるよう最善を尽くしてまいりたいと考

えております。また、伊方発電所のさらなる安全性・信頼性向上に向けまして、今後とも

規制要求にとどまることなく不断の努力を重ねまして、いっそうの安全確保に万全を期し

ますとともに、この８月 27 日から実施しております伊方発電所の周辺地域への訪問対話活



 10

動等を通じまして情報公開の徹底に努めてまいる所存でありますので、引き続きご指導の

ほどをよろしくお願いをいたします。 

 それでは、伊方発電所３号機新規制基準への適合性確認申請に係る原子力規制委員会の

審査の状況につきまして、原子力本部原子力部の多田副部長から説明をさせていただきま

すので、よろしくお願いをいたします。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 それでは、資料２に基づきまして伊方発電所３号機新規制基準への適合性確認申請に係

る原子力規制委員会の審査の状況についてご説明させていただきます。 

 着席させていただきます。 

 ２ページをご覧ください。７月８日に適合性確認の申請を行って以降、原子力規制委員

会による審査会合および規制庁のヒアリングにおいて申請内容の審査が実施されておりま

す。以下の表に昨日までの審査会合の実績を示しておりますが、７月 16 日の審査内容の概

要説明を皮切りに計 12 回の審査会合にて審議されております。また、審査内容についてで

すが、審査における主な論点整理が行われた後、重大事故等対策の有効性評価に係る成立

性確認が７回、設計基準事象が３回、地震・津波が３回にわたり審議されており、重大事

故等対策の有効性評価に係る成立性確認につきましては、選定しました全シーケンスにつ

いて一通りの説明を終えた状況にあります。設計基準事象につきましては、森林、航空機

墜落等による外部火災、緊急時対策所中央制御室の居住性評価等の審議が行われておりま

す。一方、地震・津波につきましては、地震動評価に影響を及ぼす地下構造評価、津波評

価等の審議が行われております。 

本日は、７月 23 日に原子力規制委員会から示された主な論点や審査会合での要請事項に

ついて当方の申請時のスタンスおよび審査においての対応状況等についてご説明します。 

 ３ページをご覧ください。本ページ以降、６ページにわたりまして原子力規制委員会が

示した審査における主な論点や審査会合において出された要請に対する当社のスタンスな

らびに対応状況について整理したものを表記しております。主な論点は、地盤・地震関係

が５項目、プラント関連が竜巻・内部火災・内部溢水・安全施設の信頼性等、７項目が挙

げられております。これらの大部分につきましては、７月 17 日に開催されました愛媛県原

子力安全専門部会において当社から新規制基準の適合性確認に係る申請のポイントとして

説明した内容でございます。この表の後に前回の説明資料を取り込んでおりますので、こ

れを参照しながら後ほど説明いたします。 

前回の原子力安全専門部会において個別に説明を行わなかった項目については、本表を

用いて説明いたします。このページの一番下の行をご覧ください。「震源を特定せず策定す

る地震動」に関する事項でございますが、これは、震源と活断層を関連づけることが困難

な過去の内陸地殻内の 16 の地震について得られた震源近傍における観測記録を収集・分

析・評価を行いまして、これらを基に各種の不確かさを考慮して、策定された地震動が妥

当であることを確認するものでございます。これにつきましては、対象の 16 の地震につき
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まして、地震発生に関する地域の特性や地盤特性等を踏まえて分析しておりまして、伊方

発電所で策定される地震動を評価し、敷地前面の断層群により設定された基準地震動に収

まることを確認しておりまして、今後、評価・確認結果について詳細に説明をする予定で

ございます。 

 次に、６ページ、２ページほど飛びますが、６ページご覧ください。一番上の行に記載

している静的機器・系統の信頼性に関する事項でございます。原子力発電所において安全

上特に重要度が高い安全機能を有するものにつきましては、その機能の維持のために多重

性または多様性が要求されておりますが、配管・空調用のダクト、容器類等の静的機器に

つきまして、この要求を適用しない場合、適切な評価がなされることを確認するものでご

ざいます。これにつきましては、換気空調系のダクト等が該当しますが、その除外規定と

しまして、他の系統を用いてその機能を代替できること、使用環境や点検結果を踏まえ故

障の発生が極めて低いこと、また、安全上支障がない期間に容易に修復できること等につ

きまして、昨日の原子力規制委員会の審査会合で説明し、整備方法の見直しはあるものの、

評価の方向性に大きなコメントは出ておりません。 

 次に、これまでの審査会合にて原子力規制委員会から出された要請事項についてご説明

いたします。１ページ飛ばしていただきまして８ページをご覧ください。本ページでは、

原子力規制委員会からの要請の例として、緊急時対策所の居住性と外部火災についてご説

明いたします。 

 まず、緊急時対策所の居住性に関する事項でございますが、重大事故等発生時の被ばく

評価におきまして、マスク着用を前提として評価していたために、対策要員の活動性の観

点から、マスク着用を回避するよう換気空調系の強化を要請されたものでございます。こ

れへの対応としまして、フィルタユニットの接続方法を変更し、フィルタの多段化による

室内の放射性物質の低減、また、室内加圧装置の増強によります放射性物質の侵入抑制時

間の延長化等によりまして、マスクを装着することなく十分に被ばく量を抑えることがで

きること。具体的に申しますと、許容値 100mSv に対して約 19mSv というふうなところで、

十分余裕を持ったことにつきまして昨日の審査会合で説明し、大きなコメントは出ており

ません。 

 次に、外部火災に関する事項でございますが、航空機落下確率、また、航空機の評価対

象時期の考え方や、防護対象機器である燃料タンクの影響評価についてあらためて説明す

るよう要請が出されております。これにつきましては、申請時点での考え方を再整理した

上で説明することといたしております。 

残りの論点に挙げられている地震・津波４項目、プラント関連６項目につきましては、

前回の原子力安全専門部会で新規制基準の適合性確認に係る申請のポイントとして説明し

た資料を用いて説明いたします。 

 ９ページをご覧ください。活断層の評価に関する論点でございます。評価の対象として

いる破砕帯の代表性の適切性を判断するために、全ての破砕帯の調査・評価に関わるデー
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タの提示を挙げております。伊方発電所では、これまでに、空中写真の判読、また、海上

音波探査等による綿密な調査を行いまして、敷地周辺の活断層分布を詳細に把握しており

まして、今回の航空レーザー測量等によりまして敷地近傍の詳細な地形データを取得し、

敷地近傍に活断層がないことを確認しております。また、図－３に論点として四角で囲ん

でおりますが、３号炉の原子炉設置位置付近において比較的破砕幅が大きく連続性がある

断層はＦａ－１断層からＦａ－５断層でございます。断層内物質の岩石化、それから、断

層岩のほうの切断関係からＦａ－３断層を代表として詳細に分析・検討をし、地下深部で

形成された古い断層で、少なくとも後期更新世、12 万年から 13 万年前以降の活動はないと

判断しております。この判断につきまして、Ｆａ－３断層を含め、Ｆａ－１断層からＦａ

－５断層の分析・検討結果を整理し、Ｆａ－３断層を代表することが適切であるというこ

とについて説明していくこととしております。 

 次に、10 ページをご覧ください。基準地震動に関する論点でございます。基準地震動に

つきまして、想定している敷地前面海域の断層群、中央構造線断層帯の一部につきまして、

地震調査研究推進本部が想定した、より長い連動ケース等を基本ケースとして検討するこ

とを挙げております。基準地震動Ｓｓの設定に当たりましては、伊方発電所周辺の過去の

地震調査、地盤状況、活断層等の調査によりまして、発電所へ影響が最も大きいと想定さ

れる長さ 54 ㎞を基本モデルとして設定しております。また、地震調査研究推進本部が想定

した、より長い連動ケースにつきましては、論点として四角の囲み枠で示した 430 ㎞を不

確かさとして考慮して地震動評価を実施し、基準地震動に収まることを確認しております。

今回の要請・指摘に鑑みまして、地震調査研究推進本部の示す中央構造線断層帯および別

府－万年山断層帯を連動させたケース、これ、図のほうに「480 ㎞」というふうに載ってお

りますが、これを基本ケースとし、さらなる不確かさを考慮した上で追加評価を実施する

こととしております。 

 次に、11 ページをご覧ください。地下構造評価に関する論点でございます。オフセット

ＶＳＰ探査、大深度ボーリング、地震観測記録等の、敷地地下構造を三次元的に詳細に把

握するために実施した内容の説明が挙げられております。図－１に示すとおり、大深度ボ

ーリング、これは約 2,000m でございますが、それの調査、地盤物性の測定、地震計の設置

を行っておりまして、伊方発電所においては、地下深部まで堅硬かつ緻密な結晶片岩類が

分布しておりまして、敷地近傍の三次元的な地質構造はほぼ水平であることを確認してお

ります。また、オフセットＶＳＰ探査によりますと、地下深部までほぼ水平な反射面が連

続し、地震動の特異な増幅の要因となる構造もなく、周辺の三次元的な地質構造を併せ考

えますと、敷地の地盤の速度構造は成層かつ均質であると評価をしております。審査会合

におきまして、以上の調査、評価等をご説明し、地下構造をよく把握しているとの評価を

得ております。 

 次に、12 ページをご覧ください。津波評価に関する論点でございます。基準津波の波源

として想定している敷地前面海域の断層群について、連動を考慮した波源を基本ケースと
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することが挙げられております。敷地前面海域の断層群につきましては、敷地調査等の結

果、発電所への影響が最も大きいと想定される長さ 54 ㎞を基本モデルといたしまして、地

震調査研究推進本部が想定した、より長い連動ケースについて不確かさとしまして考慮し、

津波評価を実施し、基準津波に収まることを確認しております。なお、論点として四角で

囲んだ表に示すとおり、中央構造線断層帯および別府－万年山断層帯を連動させたケース

において、海域部をほぼ包含する 130 ㎞を基本ケースとし、さらなる不確かさを考慮した

上で津波解析を実施した結果、基準津波高さは 4.1m 程度、これは平均満潮水位の 1.62m に

表で示してる水位上昇分 2.46m を加えた値となることを審査会合で説明しております。重

畳等を含めた最終的な津波解析結果につきましては、検討が終了次第、説明することとい

たしております。 

 次に、13 ページをご覧ください。竜巻影響評価に関する論点でございます。その評価に

つきまして、基準竜巻設定の信頼性や飛来物への防護対策に関する妥当性について説明す

ることが挙げられております。原子力規制委員会から示された原子力発電所の竜巻影響評

価ガイドに基づき、竜巻発生メカニズム、気候による地域特性を整理し、竜巻検討地域を

瀬戸内海として基準竜巻を設定し、竜巻影響評価を実施しております。設計竜巻の最大風

速は、基準竜巻の最大風速と同等となり、現在のところ、69m/s として設定して評価してお

りました。この結果を踏まえまして、施設の構造健全性評価を行いまして、建屋、設備と

も構造健全性が維持され、安全機能の影響がないことを確認しております。また、発電所

構内に仮置きされている資機材につきましては、固縛・固定化し、また、重要機器の設置

近傍への車の乗り入れ管理等を実施することによりまして、安全機能の維持に影響を与え

ないようにしております。以上が申請時点での評価・対応でございますが、日本における

竜巻データの実績、これ、約 50 年程度でございます。その 50 年程度では少なく、詳細な

分析データが限られておるというふうなことで、なかなか竜巻検討地域の特定に関する実

証が困難というふうなことでございますので、より保守的な竜巻検討地域を定め、基準竜

巻に基づく竜巻影響評価について今後、説明していくということとしております。 

 次に、14 ページをご覧ください。内部火災に関する議論でございます。区画化されたエ

リアでの消火活動が可能となるよう、可搬型の排煙装置を配備することにしておりますが、

可搬型の排煙装置の排煙性能等を踏まえ、その有効性を整理すること。また、中央制御室

の盤内の火災防護に関して、運転員による消火活動が自動消火設備と同等以上の有効性・

妥当性を有する理由についての整理を挙げております。建屋内での火災発生時、消火の支

障となり得る煙の発生につきまして、可搬式排煙装置を配備することで、消防要員による

消火が可能であるということを確認しております。また、中央制御室には、常時、運転員

が駐在しており、火災検知後、直ちに消火活動を実施できる体制となっているため、早期

の消火が可能であるということを確認しております。以上、申請時点での対応でございま

すが、可搬型の排煙装置の使用を考慮しても、消防要員による消火活動が難航されると想

定されるというふうな火災区画、例えば狭隘で閉鎖空間であるというふうなところにおき
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ましては、確実に消火ができるよう消火設備を配備することとしております。また、中央

制御室に設置する制御盤内に火災感知器を設置しておりまして、制御盤外へ動作表示を行

い、火災箇所を特定することで、運転員による火災活動をよりいっそう迅速化できるとい

うことを今後、説明していく予定でございます。 

 次に、15 ページをご覧ください。内部溢水に関する議論でございます。高エネルギー配

管および低エネルギー配管の破断想定の妥当性、漏えい蒸気対策の有効性に関する説明を

挙げております。高エネルギー配管、これは定義としまして、ガイドの中では、運転温度

95℃超または運転圧力が 1.9MPa 超でございますが、その高エネルギー配管および低エネル

ギー配管は、高い応力が発生しないよう建設時点から設計されており、配管の詳細な強度

評価により、破損しないということを確認しております。このうち、高エネルギー配管の

ターミナルエンド部、具体的には格納容器の貫通部、また、タンクと配管の接合部等の一

般的に高い応力が発生想定される部位につきまして、より保守的な対応を図るため、無条

件に完全全周破断を想定した評価経過について今後、説明することとしております。また、

蒸気の想定破損に伴い、蒸気漏えいを早期に発見し、漏えい量を低減させるための対策に

ついても説明をすることとしております。 

 次に、16 ページをご覧ください。重大事故等対策の有効性評価に関する論点でございま

す。事故シーケンスグループ抽出等の妥当性、格納容器破損モード等に関する評価の十分

性、対策に用いられる資機材や体制整備、手順等に関する妥当性を挙げられております。

論点としまして、四角で囲んだフローに示すとおり、確率論的リスク評価、これ、「ＰＲＡ」

といいますが、この知見に基づきまして重大事故等に至る事故シーケンスグループを選定

するとともに、各グループで対処するための機器や運転操作等の重大事故対策について検

討をし、グループ内に含まれる代表事象について伊方３号機の特徴を踏まえた有効性評価

を実施しております。今回の評価については、炉心損傷防止、格納容器破損モード、運転

停止中の原子炉内の燃料損傷防止等、19 のシーケンスを対象としております。また、重大

事故等対策に用いられる資機材につきまして整備するとともに、解析結果と整合を図りな

がらこれらを適切に活用・運用できるよう対処および手順書（案）を整備しており、これ

らにより事故対応ができることを確認しております。有効性評価につきましては、ほぼ説

明が終わっておりまして、今後、現象の不確実性を踏まえた体制の手順書へのコメント回

答を行うこととしております。また、有効性評価を行う事象抽出の妥当性につきましては、

伊方３号機のＰＲＡ結果を示していくということとしております。これまで代表シーケン

スにつきまして整備した資機材体制・手順が有効に機能をすることを説明しておりまして、

今後、各事象における重要な判断基準等について詳細に説明していくということとしてお

ります。 

 次の 17 ページにつきましては、有効性評価の一例を示したものであるため、説明は省略

させていただきます。 

 次に、18 ページをご覧ください。最後の論点となりますが、大規模破損時の対策に用い
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られる資機材や体制整備・手順に関する妥当性、安全を確保・向上させるための原子炉主

任技術者等の権限・体制、全社体制について説明することが挙げられております。これら

に対しまして、体制でございますが、重大事故等発生時におきましては、原子力災害対策

特別措置法等に基づきまして制定しております原子力事業者防災業務計画による体制にて

対応を実施することとしております。具体的には、伊方発電所に原子力防災管理者である

所長をトップとしました発電所災害対策本部を設置いたしまして事故の対応に当たること

としております。また、原子力本部、本店に社長をトップとする原災害対策総本部を設置

いたしまして、国・県・町および関係箇所と連携を取りながら現場の支援を行っていくこ

ととしております。重大事故等対応時の保安の監督も踏まえまして、新規制基準公布前に、

原子炉ごとに原子炉主任技術者を選任するよう保安規定変更申請を行い、認可を取得して

おります。また、大規模破損時の対策に求められる資機材について整備するとともに、そ

れらを適切に活用・運用できるよう手順書（案）を整備しております。現状、重大事故等

発生時の対応の成立性につきましては、原子炉規制委員会の審査会合で一通り説明を終え

ておりまして、今後、整備されている資機材、体制、手順書（案）について伊方３号機の

特徴、レイアウト等でございますが、踏まえた内容であること、確実に事故対応ができる

ことということを説明していくこととしております。 

 論点は以上でございますが、以降の添付資料を用いまして、前回の繰り返しにはなりま

すが、申請内容の概要についてご説明いたします。 

 20 ページをご覧ください。新規制基準の全体像です。左側の図ですが、福島第一原子力

発電所の事故の進展からそれを防止するために必要な対策として４項目、これ、二重線で

囲んだ項目を挙げております。それに対しまして、一番右側の図に新規制基準のイメージ

を示しておりますが、原子力規制委員会におきましては、先ほどの４項目を念頭に置きま

して、新基準におきましては、従来の規制基準の内容の強化、また、シビアアクシデント

やテロ対策について新たな基準として要求するものとなっております。この規制基準につ

きまして、その適合性確認のために、設置変更許可、工事計画認可、保安規定変更認可の

３つの許認可申請を７月８日に行った次第でございます。 

 次のページ以降につきましては、申請内容と新規制基準への適合状況をまとめておりま

すが、全体の説明は省略させていただきまして、新たに評価すべき項目、具体的には火山、

外部火災、シビアアクシデント対策、電源設備についてご説明します。 

 27 ページをご覧ください。ここでは、火山に対する影響評価について記載しております。

伊方発電所運用期間中に活動する可能性のあるパターンとしまして、文献調査等によりま

して、九州にあります鶴見岳、由布岳、九重山、阿蘇山、山口県にございます阿武火山群

を抽出するとともに、これらによりまして過去に設計対応が不可能な火山事象が敷地へ到

達してないということを確認しております。次に、発電所に影響を与える可能性のある火

山事象といたしまして、降下火砕物、いわゆる火山灰の影響を抽出しておりまして、敷地

近傍でボーリング調査を行った結果等に基づきまして、堆積厚さ、密度、堆積荷重、粒径
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を記載のとおり設定しております。これに基づきまして、直接的影響、間接的影響につい

て右の囲みのとおり、①の降下火砕物堆積荷重の評価、②の降下火砕物による閉塞等の評

価、③の外気取入口からの火山灰侵入による影響評価、④の降下火砕物の除去に係る運用

とも問題がないということを確認しております。間接的影響といたしまして、外部電源喪

失、交通の途絶を考慮しまして、燃料油等の備蓄、外部支援の仕組みによりまして原子炉

等の安全性が損なわれないよう対応が取れているということについて確認をしております。 

 次の 28 ページをご覧ください。外部火災についてでございます。さっきの原子力規制委

員会からの要請としまして航空機墜落に関する対応状況について説明を行いましたので、

ここでは、それ以外の森林火災、近隣工場等の火災に関する評価について説明いたします。 

まず、上段の森林火災につきまして、発火点を伊方発電所３号機の南側約１㎞離れた道

路沿いに想定いたしまして、森林火災解析コード、これ、「ＦＡＲＳＩＴＥ」と言います、

によりまして評価を実施し、発電所までの到達時間、防火帯幅、危険距離、建屋外壁温度

を評価しております。結果といたしまして、防火帯との境界におきます火線強度により算

出した必要な防火帯幅は約 35m であり、離隔によりまして防護対象物に影響を及ぼさない

ということを確認しております。 

 次に、中段に近隣工場等の火災に関しまして記載しておりますが、伊方発電所周辺に石

油コンビナート等の火災影響を想定すべき施設は存在しないことから、施設内の危険物タ

ンクについて評価することといたしまして、最も影響が考えられます３号機の補助ボイラ

燃料タンクの火災を想定しております。結果といたしまして、原子炉施設に与える熱影響

は屋外外壁表面で、許容温度を下回り、熱影響がないことを確認するとともに、ばい煙等

についても、安全系の機器に影響を与えないということを確認してございます。以上につ

きましては原子力規制委員会の審査会合で説明を行っており、航空機墜落以外については、

大きなコメントは出ておりません。 

 次に、29 ページをご覧ください。このページ以降、３ページにわたりまして重大事故等

の対処対策について記載しております。このページの炉心損傷対策、次のページの格納容

器破損防止対策につきましては、今回行いました申請対処対策、それに併せまして当社の

独自の対策を講じることによりまして、事故対応手段の多様化を図るとともに、既存の安

全系機器が重大事故等の条件下におきましても確実に機能を発揮できるよう信頼性を高め

ております。 

 次に、31 ページをご覧ください。放射性物質の拡散抑制対策・意図的な航空機衝突への

対応についてでございます。先に説明しました炉心損傷防止対策、それから、格納容器破

損防止対策によりましてプラントの健全性を確保できると考えておりますが、プラントが

大規模に損傷した状況を想定しまして、原子炉格納容器や使用済燃料ピットに大型ポンプ

車や中型ポンプ車等を活用しまして放水（スプレイ）を行うことによりまして、大気・環

境への放射性物質の拡散抑制を図ることとしております。併せて、泡消火剤を用いること

によりまして、航空機衝突等に対する火災活動も実施可能としております。 
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 次に、32 ページをご覧ください。電源確保対策でございます。左の表に 11 の対策項目を

示しております。右下の⑤でございますが、外部電源喪失時において既存の非常用ディー

ゼル発電機が７日間連続運転可能となるよう、重油タンクの増強を行っております。また、

重大事故等の対処対策として、左上の①に示しておりますが、空冷式非常用発電装置とし

て緊急安全対策として配備しました大容量電源車につきまして、中央制御室から遠隔にて

起動できるよう改良するとともに、右中央の④、３号と１・２号機間の電源融通ラインの

敷設によりまして電源供給の信頼性の向上を図っております。また、原子炉の計測制御等

に使用する直流電源につきましては、右中央の②、事故収束等に不要な負荷を切り離すこ

とで 24 時間電源供給ができるよう蓄電池を増強するとともに、その下、③で電源車・整流

器の組み合わせで②と同等の直流電源を供給できる可搬式直流電源を設置しております。

また、緊急時対策所につきましても、確実に電源供給ができるよう⑥の非常用予備発電装

置を設置しております。 

以上、説明してまいりましたけれど、新規制基準への適合性確認申請に係る原子力規制

委員会の審査の状況に関する説明は以上でございます。 

 

 ＜質疑応答＞ 

 

○望月部会長 どうもありがとうございました。 

 ただ今の説明につきましてご質問・ご意見ございませんでしょうか。非常にたくさんず

っと走って説明していただき。 

 宇根崎先生、どうぞ 

○宇根崎委員 宇根崎でございます。 

 すみません、今の原子力規制委員会の審査の状況についてなんですけども、基本的には、

設置許可変更申請をはじめ、３点セットをベースにいろいろ議論がされてるというふうに

理解してるんですけども、ただ、審査会合なんかの議事録等を拝見してますと、かなり例

えば人員の配置の点とか、保安規定というよりかはむしろ現場の手順書に近いところらへ

んで記載すべきようなとこも含めての審査が行われてるように判断したんです、ちょっと

見受けたんですが、今現在、国としては、そういうところ、具体的な現場の手順書の内容

ぐらいまでも見据えた総合的な審査というのが行われてるという理解でよろしいんでしょ

うか。 

○四国電力 四国電力、多田でございます。 

 今の審査の状況ですが、先ほどご説明したとおり、シビアアクシデント関係のほうの事

故が起こった場合の有効性評価、すなわち、実際に解析に基づき、そのとおり運転員が操

作し、いわゆる解析どおりに事故は収束できるというふうな確認を成立性というふうな観

点でしておりますので、現場の手順等につきましても、いわゆる時間的成立性、それから、

どういうものを使って時間的成立性がなされているかというふうな確認をしております。
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で、審査会合でわれわれが策定しました運転関係の内規類に基づきまして説明しておりま

すが、まだ内規等の詳細な説明のところまでは至っておりませんので、一応われわれが想

定できる事故の流れの中での説明ということで、今後、そういった手順書等の対応につい

てもいわゆる審査がなされるものというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○宇根崎委員 ありがとうございます。 

○森委員 ３ページの基準地震動に関する点について少し教えていただきたいことがあり

ますので質問いたします。 

 まず、３ページの中段で、「主な論点」として地震調査のいわゆる推本が想定したより長

い連動ケース等を基本ケースとして検討することというふうに審査会合で指示が出された

ようですが、この背景について、どういう理由からこういう指示が、提示が出てきたのか

っていうのをご説明いただきたいと思います。もし分かれば。 

 その理由は、このいわゆる技術部会ででもこれまで何度も議論いたしました。つまり、

断層の長さが長ければ長いほど、つまり、想定すべき加速度が大きくなってくるっていっ

たようなことを、そういうモデルを前提にしますと、長ければ長いほど大きな加速度を想

定する必要があるとこういう主張になってくるわけでございます。しかしながら、このそ

ういう考え方、そういうモデルは、もう 30 年以上も前の地震学でありまして、地震運動が

どのように発生するのかが全く分かっていないころのいわゆる経験的なモデルです。で、

これがもう 30 年以上もたっていまだにこういうことが本当の地震動の専門家あるいは地震

の専門家からちょっと出てきているのかどうか、あるいは、出てきているとすれば、もう

そういう専門的なことはすでに済んでいるから安心のいわゆる、つまり、地震動に関する

無知な一般市民、一般の国民あるいは住民にとってすでに植わってしまっている長くなれ

ばなるほど地震動が大きいといったようなそういうモデルをまだ、いわゆる 30 年以上前の

地震学のモデルを頭に持っているがゆえに、そういう考え方をもカバーできるようなとい

うそういう観点、つまり、地震動というサイエンスに基づいた観点ではなく、安心を売る

ための観点でこういう点が出てるのか、そういうどういう観点からのいわゆる提示事項な

のかっていうことをちょっと確認したいとそういう意味で質問させて戴いているわけでご

ざいます。よろしくお願いします。 

○四国電力 すみません、四国電力の松崎と申します。 

 森先生がおっしゃったようなその長ければ長いほど大きくなるとかそういう発想に立っ

たものではございません。実際には、ヒアリングの場でも規制庁の方々から「最近では科

学も進んで、長い断層の地震動を評価できるような手法も開発されてきてるから、そうい

うので評価したら」みたいな発言もございましたので、30 年前のような地震学の知見に基

づいた発言ではないと思います。 

 なぜこういう長い断層を想定するように規制庁の方が言われたのか、ここは私の想像も

多少は入るんですけれども、１つは、やっぱり 3.11 の知見でもってああいうような誰も起
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こると思わなかったような地震が起こってしまったと。そういうことが今後ないようにし

ようという反省に立ったものでして、国のほうで地震本部で中央構造線が 130 ㎞動く可能

性もあるし、360 ㎞動く可能性もあるというふうな知見があるのであれば、少なくともそう

いうところは想定の中にして、それを基本にしなければいけないだろうというふうな判断

の下で、そういうような長い連動ケースを基本としなさいという発言があったんじゃない

かと思います。 

○森委員 ありがとうございます。 

 そうすると、基本的な理解として、必ずしも地震学あるいは強震動地震学といったよう

な専門的な観点からの提示ではなく、いわゆる 3.11 のこれまでに科学的に観測がされてい

なかった事象に対する恐れから、一応やっていこうというそういうある意味想定外をつく

らないための定性的な、考え方としての定性的なものだとそういう理解でよろしいんでし

ょうね。 

○四国電力 そういうふうに思っております。 

○森委員 はい、ありがとうございました。 

 もう１つ、それに関連して聞きたいのは、ここですでに四国電力さんがお出しになって

いるものを見たわけではありませんが、今までの流れで、いわゆる伊方原子力発電所にと

って最も地震動が大きくなるように考えられる範囲で振らせてこれまで断層の破壊方向が

まさに伊方原子力発電所に向かってくるような方向ということでここでも意見申し上げま

したし、あるいは、国のほうでもそういったことの意見があったようにも聞いていますし、

また、それらの結果として、四国電力さんが真摯にそういう意見を取り入れて対応してき

たということを私は理解しております。そういう理解の下で、それでもまだ何かしらの抜

けはないかというそういう観点で、長いものが連動すると、いわゆる強震動生成域の設定

すべき大きさだとか位置だとかっていうことが、そういう新しい強震動生成域モデル、い

わゆる専門家の間で略されてるいわゆる「レシピ」っていう考え方でルール、そういうレ

シピの考え方のルールで強震動生成域、つまり、短周期地震動が多く出てくるであろう領

域の設定が微妙に変わる、結果として微妙に変わる、そういったことが結果として出てき

ているのかどうかだけちょっと教えていただきたいんですが。 

○四国電力 すみません、確かに今まで 54㎞を基本にして不確かさを振りました。それで、

今回、480km を基本にして不確かさを振ります。当然、54 ㎞と 480 ㎞に対して適用するレ

シピというのは異なってきます。森先生のおっしゃるとおりです。で、ＳＭＧＡの面積と

いうのも変わってきますので、どこに置くかっていうのは、われわれ、地表のトレースに

基づいた、理学的に基づいた置き方置いてますので、そこの位置関係変わりませんけれど

も、ほとんど変わらないと思いますが、面積は多少確かに変わってまいります。それで評

価しますので、そのへんは森先生がおっしゃるとおりです。で、どういう影響が出るかな

んですけれども、それはちょっとまだ解析中でございまして、480 ㎞の結果がちょっとまだ

出てございません。感触的には、それほど 54㎞とは変わらないんじゃないかなと思います。
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と申しますのは、最近、長い地震がいろんなとこで動いてまして、例えばトルコのイズミ

ット地震、1999 年だったかな、あのときに、断層から５㎞ぐらい離れたところで加速度が

取られてるんですけども、しかも岩盤上に近いＶｓが 700 とか 800 ぐらいの地点です。そ

ういうところの加速度が 400 ガルぐらいという記録がございます。これ、インターネット

でも公開されてるんですけれども、そういうのも比較して、われわれ、長大断層の地震動

でどのくらいかなという知見だとか感覚を積んでまいったんですけども、そういう感覚か

らすると、480 ㎞、そういう知見も踏まえたような、長い断層に適用できるレシピというの

もございます。そういう知見で構築されたレシピでございますので、従来の評価とあまり

変わらないんじゃないかと想像はしてますが、推定はしてますが、ちょっとまだ結果自体

はまだ出てございませんので、またまとまりましたらご報告となると思います。 

○森委員 ありがとうございました。よく理解できました。 

○高橋委員 高橋ですが。 

 活断層ついでに今度は火山の話ちょっとお聞かせ願いたいんですけれども、火山につい

ては、過去どのくらいまでのことを念頭に置いて先ほど説明いただいたようなお話になっ

たんでしょうか。 

○四国電力 四国電力の松崎です。 

 申し訳ないことに、具体的なちょっと年代までは覚えてはいないんですけれども、一番

影響あるのが阿蘇山でございまして、当然、Ａｓｏ－４だとかそのへんの年代も評価して

ございます。あと、それと、こういうこの中で例えば降下する火山灰の厚さとか推定して

ございますけども、このへんのところは、宇和町でボーリングを掘りまして、かなりの年

代の地層を得まして、それを基に設定してございますので、ちょっと明確なお答えはでき

ないんですけれども、そういうボーリング調査等に基づいた古い時代までさかのぼった評

価をしてございます。 

○高橋委員 ところが、ここに出てきてる火山は、現在の 110 の中の火山ですよね。で、

今、海底の堆積物等々でいけば 6,300 年ぐらい前ですかね、アカホヤがあるだとか、２万

2,000 年前の姶良の火山活動、それから、今、「Ａｓｏ－４」言いましたけれども、Ａｓｏ

－４といえばそれよりももっと古いですよね。だから、僕、言ってるのは、そういう堆積

物でいけば６千数百年前のものから２万 2,000 年とか、それよりも前、Ａｓｏ－４だとか、

それはもう日本列島全体に火山灰が降りそそいでいるという広域火山灰なものですから、

どこまでの時代さかのぼって火山活動、それを評価するかということなので、ちょっと今、

分からないようでしたら、また今度のときにでも。活断層については、12、3 万年前からの

ものと思ったら、もっと古くから動いとるものを見ようとか、そういう時代設定してるわ

けですから、火山についても、いつのものぐらいから評価していきましょうと。今、リス

トにあるのは少なくともごく最近のものですよね。だから、火山でも 10 万年とか、長いの

は 100 万年ぐらい火山活動続くわけですから、必ずしも九州側にある火山が伊方とかいろ

んなとこに影響がないとはいえませんから、過去をかなりさかのぼって、このぐらい以降
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のものを見てそれで評価してもらったら、火山についても安心できるような気がしますの

で、今度またいつか、いつぐらいからかっていうのを教えていただけたらと思います。 

○四国電力 はい、先生先ほどおっしゃったように、対象とする火山としては確かに第四

紀火山でございますので新しい火山ばっかりですけれども、火山活動という意味では、何

万年前の火山灰を考慮してるかということで、先ほども私、Ａｓｏ－４とか申しましたけ

れども、さらに古い年代を考慮しまして、先ほど申しましたけども、宇和海でボーリング

掘った結果では一番深いところで 85 万年だとかそういうところまでボーリングを掘って、

それよりもうちょっと掘っておるんですけれども、すみません、ですので、100 万年ぐらい

前までさかのぼって火山灰があるかないかっていうのを判断してございます。そういうと

ころまで評価してるということです。 

○高橋委員 それで影響は全然ないという評価だったんじゃないですかね。 

○四国電力 それでもって、例えば敷地に想定される火山灰の厚さはどの程度かというの

を評価をして５㎝というのを評価してございます。そういうボーリングを掘ってですね。 

○高橋委員 いや、だから、今、ちょっと待ってくださいよ、今、「５㎝」と言ったの今、

初めて出ましたよね。 

○四国電力 表の中に出てるんです。27 ページのところに、そういう調査に基づきまして、

３つ黄色の枠がありますが、降下火砕物ということで堆積厚さ５㎝という評価してござい

ますが、こういうところは、宇和盆地でボーリングを掘りまして、火山灰層が何㎝ぐらい

積もってるとかそういうのを評価いたしまして設定したもので、確率的な評価をしまして

設定したものでございます。そのデータに用いましたボーリングは、100 万年ぐらいまでを、

古いところまでさかのぼって掘ってございます。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 詳細については、今後、あらためてデータをお示しして説明することといたしますけれ

ど、現在のわれわれのほうでも、申請書の中で、われわれのほうの調査、検討の期間云々

を書いておりまして、地理的な領域というようなところでいきますと、敷地から半径 160

㎞区間の第四紀火山、だいたい 258 万年前から現在までの期間に活動が見られる火山とい

うふうなことを検討対象として実施しております。またちょっと詳しいデータにつきまし

てはあらためてご説明させていただきたいと思っています。 

○高橋委員 ぜひこの厚さ５㎝っていうものがいつのものか、もう時代も分かっとると思

います、少なくとも３つぐらいは、Ａｓｏ－４だとか姶良だとかアカホヤだとか、アカホ

ヤと姶良は三崎の堆積物の中でも報告されておったような気がしますし、ですから、そう

いうところをまた教えてください。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 こちら、詳細なデータをお示ししたいと思います。 

○吉川委員 話は前のところでやる話で済みません。資料１で「今後の開催方針」の２に

書いてございました「原子力規制委員会において」、２のところで、「処分が行われた際に
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は、規制庁の出席を求め、処分の根拠、考え方を含め詳細に聴取し、当部会としての報告

書をまとめる」、に関するものですが、従来の安全審査のやり方ですと、まず設置許可申請

が出されて、それを基本設計としては認めて、個々の工事等についてはそれぞれの工事認

可を後段でいろいろやっていくという多段方式になっていたわけですが、最近の規制委員

会にだいぶ前に聞いた話ですと、今回はそういう形をとらずに、一気呵成に全部やるとい

うようなことでした。そうすると、ここで「処分」というのがどういう形になるのでしょ

うか。先ほども運転手順書をチェックするとか、いろいろ時間がかかるという話ですが、

もちろん設備はこういう工事をして、それを規制庁の方が合格証を出す。こういうやり方

を全部含めてやった上にさらにソフトウエアのほうも全部チェックする、そして、保安規

定を改正ということで合格を出すというようなことだと、相当の長時間にわたるように思

いますが、その辺は関係者に合意があってどういう手順になってるのか工事を要するもの

はいつまでに工事し、それがちゃんと動くのを確認するのはすぐできませんから、宿題事

項にするとかそういう話があるのではないかと思うわけです。その辺、まず、審査に入る

全体の手順を理解した上でやっておられるのか。この委員会も、処分が出てきたら、その

辺についてまた検討をするいうことではまた時間がかかる。こういうことでは再稼働は相

当先になるんじゃないかなという懸念というか、どれくらい勝負になるのか、その辺の見

通しが不安な感じがしました。その辺の説明をお願いして、認識をさせていただきたい。

あとは、具体的にこの資料への質問です。、私は、ヒューマンファクター関係の専門ですが、

４－９の「重大事故対策に関する体制の整備」の左側の体制図のところに「原子炉主任技

術者」が記載されていますが、原子炉主任技術者がどういう役割かが少し分からない。原

子炉主任技術者は相当の実力のある人がなっていて、全体を見て所長に勧告する役割とい

うイメージのようですが、聞くところによれば原子炉主任技術者は、なんだか１回だけの

国家試験で通ればそれでよい、その試験もなんだか内容を聞けば法令をちゃんと暗記して

るかどうかをチェックするような試験問題で、なってからも研修も何もないというような

話を聞いたような記憶がある。だから、そういう人ばかりをいくら一杯並べても、何かあ

ったときとか、本当に相談役になるのかなという疑問がありまして、ここには、四国電力

さんが書いておられるわけですけど、原子炉主任技術者の位置付けについてはどのように

考えておられますか。非常に研さんを積んでアップツーデート（up to date）な知識を持

って、常に新しい安全に関する知識を持ったような人がいてこそ意味がある。そういう人

たちならアドバイザーとして意味があると思うわけです。だから、単に昔、資格を取った

だけというような人、たとえば工学博士でも、昔、取ったけれども、今研究させれば何で

もできるかといったらそうでもないようなもので、その辺の考え方を聞かしていただきた

い。以上、２点、お願いします。 

○事務局 はい。まず、申請の流れ、今現在、国のほうで行っております申請の流れにつ

いて、国から聞いている範囲でお答えさせていただきたいと思います。 

 現在、原子力規制委員会では、原子炉設置変更許可申請書、あと、工事認可申請書、そ
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れから、保安規定の変更認可申請書、これを「３点セット」といわれるもので申請が出さ

れております。この３点セットは、先ほどから四国電力の説明にあるとおり、重大事故・

過酷事故対策のためにはどうしてもソフトの部分が含まれるということで、この３点セッ

トを一緒に審査するということで、今回に限ってやるというような話で聞いております。

以後は変わってくるんだと、また従来の形に戻るんだとは思いますけども、当面、この３

点セットでの審査を実施していくという話で聞いております。なので、変更許可申請書、

工事認可申請書、保安規定認可申請書については、多分、同時期に、変更許可であれば許

可書、許可しますという許可、許可処分というものと、認可処分という形のものがだいた

い規制委員会の委員長の言をとれば、半年ぐらいの審査を経てやっていくというふうに聞

いてございます。その後、それぞれの審査が終わった後に、使用前検査というのに入って

いくというふうに聞いておりますので。 

○森委員 すみません、ちょっとやり取りが理解できませんので、「３点セット」っていう

業界用語の内容分けについてもうちょっと確認したいんですけど。 

○事務局 はい、「３点セット」といわれている１つが変更許可申請書というものでござい

ます。もう１つが、工事計画認可申請書、21 ページに書かさせていただいている、資料２

の 21 ページですね。こちらの申請区分っていうところがあると思いますけども。 

○森委員 この 21 ページの表の３つの申請区分というのを「３点セット」っていうんです

か。 

○事務局 そういうことです、はい。 

 許可処分になるのか不許可処分になるのかは、今後、規制委員会において審査がなされ

て、最終的に判断されるということになります。仮に許可処分になれば、その後は検査と

いう行為が入ってくるという流れになります。 

○吉川委員 そうすると、今、おっしゃってる処分というのは、この３点だけについての

話で、検査は別ということですね。 

○事務局 別です。 

○吉川委員 検査というのは使用前検査のことですね。それはどこがやるんですか。 

○事務局 それは規制庁ですね。規制委員会がやります。 

○吉川委員 規制庁が全部やる。それは直ちにやれるんですか。 

○事務局 使用前検査ですので、工事計画が認可された後でないと検査はされないという

ことに。 

○吉川委員 それを入れれば実際に再稼動するには６カ月以上かかるということですね。 

○事務局 と聞いておりますけど、そこの最終的に終わる時期はちょっと分からない。 

○吉川委員 再稼動の時期が具体的にいつかは分からないということですね。はい、それ

は分かりました。 

 その次の原子炉主任技術者。 

○四国電力 はい、四国電力の多田でございます。 
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 原子炉主任技術者に対するご質問でございます。確かに免許を持ってなかったらいかん

のは当然でございますが、それと同時に、やっぱりプラントの挙動っていうようなことを

十分理解してる人間じゃなかったらこういうふうな重大事故等になったときに防災管理者、

すなわち所長への意見具申ができないということですので、そういうふうな現場経験、そ

れから、いわゆるプラントの挙動関係、それを十分理解できて、きっちり発言ができる人

間というものを選任いたしておりまして、それが今、各ユニット、今、伊方については３

号機までありますので、それぞれの１号機、２号機、３号機というふうなところで３人選

任されているということでございます。で、職務につきましては、保安規定というような

ところのわれわれの運用管理のほうの一番トップに立つ規定でございますが、その中に原

子炉主任技術者の職務というものが明記されておりまして、それに基づいた中での権限と

いうものを与えております。 

以上でございます。 

○吉川委員 ちょっと混乱するんですけれども、原子炉主任技術者というのは国家資格の

免許ですね。それと今のおっしゃっているお話とはだいぶ制度や内容が違います。今、お

っしゃっているような話ですと、フランス、アメリカ、それにお隣の韓国もそうですけれ

ども、安全技術者、「セーフティ・エンジニア」とか「テクニカルスーパーバイザー」とい

った名前でやっている、プラントの緊急事態になれば安全を維持するために運転員に指示

をする人、そういう指揮権を持った人を中央制御室の運転員構成に加える、そういう制度

をもうだいぶ前から入れています。わたしは韓国の場合は実際にそうなっているのを実際

に見ましたが、アメリカでもフランスでもずっと以前からそうしている。制度として各発

電所でやってるわけですけども、四国電力さんの今のお話を聞いていますとそれを再稼動

に際して日本でも新たに導入して実施するという話でしょうか。それは、日本では、今後、

電力全体としてそういう方向でやる、あるいは、規制庁が原子炉主任技術者の資格につい

ては常に免許更新などを含めて、そういうことについてもタッチするとか、そういう制度

的な話はどのようになっているのでしょうか。 

○四国電力 四国電力の川西と申します。よろしくお願いします。 

 原子炉主任技術者につきましては、原子炉等規制法で設置を要求されているものでござ

いまして、原子炉の保安に関する、もともとは権限は所長にあるにしても、それに対して

技術的援助なりサジェスチョン（suggestion）、助言を与えるというポジションで国家資格

として成立しているものでございます。で、試験の内容についても、先ほど先生がおっし

ゃられました法律のみならず、原子炉工学、それとか、構造力学とか、そういうような技

術的な試験もございます。あともう１つ、他に資格という意味では、運転の当直長も資格

ございまして、そちらのほうは、その国家資格、今は第三者認証になってると思いますが、

そういう資格を持ってる人間が常に当直長でいる必要がございます。そちらのほうは、確

か３年だったと思いますが、更新で資格を取っていきます。で、原子炉主任技術者って申

しますのは、電気も電気主任技術者とか、ボイラーもボイラ・タービン主任技術者とかい
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うのは法律でスーパーバイズ（supervise）する人間を設置するように要求されておりまし

て、そういうものの中の１つとしてそういう知識を持った人間を設置すると。それは国家

資格のほうでございまして、全体の、先ほど多田が申しましたように、保安規定の中で、

こういうトラブルが起きたときもそういうスーパーバイズする人間として原子炉主任技術

者がいるということでございます。お答えになったでしょうか。 

○吉川委員 私は言っているように、２つの言葉があります。「原子炉主任技術者」と「安

全技術者」と二つの言葉が合って、それぞれ別の意味のものです。ご回答で、おっしゃっ

ている国家資格としての原子炉主任技術者は、今、おっしゃっているような事故時の対応

まで助言することも同じ言葉になっているということですね。 

○四国電力 そうです、はい。国家資格を持ってる人間は他にもいますが、その中で原子

炉主任技術者として選任しているのは今のところ各炉で１人ずつです。資格持ってる人間

は他にもいます、所員の中でですね。 

○吉川委員 そういう安全上の指揮とか助言とかですと、当直長もそうですけども、相当

そこのプラントに熟知していないと対応できないと思います。当直長の場合は確か日本電

気協会で民間規格でつくっているはずで、それは再試験があるようには覚えていますけれ

ども、原子炉主任技術者のは、国家試験を 1 度通ったらそのまま一生資格として通用する

というのではちょっと弱いのではないかと思うわけです。 

○四国電力 はい、先生のおっしゃるとおりだと思いますが、今の制度では、原子炉主任

技術者、これは原子炉主任技術者という資格、試験を受けて通る資格を持った人っていう

のはいろいろいるわけですが、その中から私たちがプラントのことに関して所長に勧告で

きる、それから、いろいろと意見が言えるそういう個人、そういうキャラクターを持った

人でないと、資格持ってるだけでは、おとなしく座ってるだけではこれいけませんので、

そういう意味では、原子炉主任技術者の資格を持った人の中からそういうポジションに最

も適切な人を配置していくと。それで、今の制度として運転責任者のような更新の制度は

ありませんけれども、今回の事故以降、原子炉主任技術者の責任といいますか、そのポジ

ションの責任は相当従来に比べて重くなってきておりますので、いろんな情報収集ですと

か、いろんなやっぱり勉強もしていかないといけないし、試験はありませんけど、そうい

うことを所長に意見具申ができるようなことを維持していくためには、プラントの状況も

よく理解をしなければいけないというようなことで、今、３名おりますけれども、当初、

１名だったんですが、３名に増員しましたが、その中の１名は、もうこれ原子炉主任技術

者専任で、他の仕事はもうやらさないで、原子炉主任技術者だけの職務といいますか、を

やらせるということで、十分に研さんを積んでもらってそういうことを、今、先生がおっ

しゃったようなことが実行できるようにわれわれとしては配置をし、そういうふうに運営

をしていっているというふうに考えておりますけども。今後、ますます大事になってきま

すので、そういう意味では、ますます勉強をしていってもらわないかんなとは思ってます。 

○吉川委員 名前が同じ名前では一寸おかしいと思いますので、もうちょっと立派な名前
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を電力会社のほうで考えられて、そして、そういう資格を取って責任を与える代わりにペ

イ（pay）のほうも高くするとか、そういうようなこともお考えになったらというのもある

のですが。国のほうも試験内容を法律丸暗記の座学中心からもっと実務的に厳しくして、

そして、免許更新制にする。自動車の免許証でも更新制になってますから、１回取ったら

ずっと一生物っていうのではないような格好にする。国のほうが原子炉主任技術者制度を

そのようにしないのでしたら、電力の方が別の名前の別の制度にしてもっと権威を持たし、

実力もつくようにする。そのような取り組み方を期待しています。 

○望月部会長 柿木本部長さんが言われたように、体制だけじゃなくて、それを実行でき

るようなソフト面というか、そういうものをしっかりと訓練も含めてやっていただくのが

信頼をより高めるということにつながるのではないかなと思いますので、よろしくお願い

します。 

○四国電力 ええ、実際の運用面ではそのようにわれわれもやっていくことを考えてます

し、やらなければいけないと思ってますが、先生がおっしゃったように、原子炉主任技術

者という名前をもう少し別の何か「スーパーバイザー」とかそういう名前にしてというの

は、今、先ほど川西が説明しましたように、法律の中では「原子炉主任技術者」というこ

とが明記されて、それを置きなさいと言っている。資格を持った人を何か別の名前で置い

てもいいというような制度には今の法律ではなってないんじゃないかというふうに認識を

しているんですけれども、したがってわれわれはこういう体制を書く場合も、外向きにい

ろいろ説明する場合にも、「原子炉主任技術者」というその名称をそのまま使ってますので、

確かに先生がおっしゃったような資格の名前と一緒というのはどうかなということはある

かもしれません。 

○吉川委員 だから、私が言っていますのは、フランスにしろアメリカにしろお隣の韓国

にしろ、ちゃんと名前が違う、内容も違う、ということを言ってるのですよ。話が混乱し

ますよね。よその国はそういうふうにちゃんと、ＴＭＩ以降、そういう制度を入れている

わけです。だから、そこをちょっと。役所のほうもなんか勉強不足でこういうことになっ

たようだけども、そういうのもちょっと問題ですよ。よその国は今、別にしてやっている

ということもちょっとは認識されて。名前だけにこだわって国がそう言っているからそれ

だけしています、と言うのではちょっと。今の規制委員会も、国を上回る安全を担保する

のが原子力事業者の第一責任といっています。よろしくお願いします。 

○森委員 今の議論にでてきましたので、ちょっとそちらのほうで、クライシスマネージ

メントという観点でお聞きしたいと思います。今、吉川委員の指摘された原子炉主任技術

者という資格と職位とに関して呼称が同じだというご指摘だったかと思いますが、その点、

私も実は同意見で思っておりました。で、今、お聞きしたいのはちょっと２点あります。 

 １点は、所長さん、「原子力防災管理者（所長）」って書いてありますが、この所長さん

もいわゆるこの資格を持っておられるのか。 

○四国電力 いえ、それは必ずしも要求をされておりません。持っている人もいるかもし



 27

れませんし、持っていない人もおります。それは直接的には所長も同等の知識・経験、そ

ういうようなものが必要だというふうに考えてはおりますけれども、原子炉主任技術者の

資格を持ってないから所長になれないということではございません。だから、そういう意

味では、所長にそういうことを勧告・助言する立場の者はそういう資格を持った者を配置

するというような今の体系、法律の体系になっております。 

○森委員 そうすると、いわゆるクライシス（crisis）の状態になったときに、技術的な

ものの見方ができる原子炉主任技術者の見方だとか意見と、所長の意見が異なった場合に

は、どちらが優先されるかっていうことは事前に決められてあるんですか。あるいは、協

議の上っていうようなこととかになってるんですか。 

○四国電力 所長は原子炉主任技術者の意見を尊重するということになってございます。

純技術的な件に関しましては、その規定で、基本的には原子炉主任技術者の判断に従うこ

とになろうかと思っております。 

○森委員 同じ観点で、福島第一発電所のいわゆる事故が起きたときについては、いろん

な報告書等出ていますけれども、私は持ってはいても全てをちょっと目を通す時間の余裕

がなくてそういうことはしていませんが、皆さんでしたら読んでいらっしゃるかもしれな

いという前提でお聞きしますけれども、福島第一の場合には、お亡くなりになられた所長

さんと、それから、その方が資格を持っていたかどうかは別にして、このように国の要請

で決まっている原子力主任技術者の資格を持った人を置くということがもし決まっている

んであれば、そういう方と議論の上、方針が決まったのか、そのへんについてもしご存じ

でしたら教えていただきたいんですけど。 

○四国電力 申し訳ないんですが、実際のトラブルシューティングといいますか、ああい

う事故の収拾において、福島の所長さんと原子炉主任技術者がどうであったかという細か

いところまではわれわれはちょっと把握しておりませんので、先生のご質問に明確にお答

えすることはちょっと難しいかと思います。 

○森委員 了解しました。 

それでは、次の段階での質問なんですけれども、ああいうクライシスが起きたときに、

ホットラインをつないで、いわゆる四国電力さんのヘッドオフィスと、それから、原子力

発電所とのホットラインがつながれます、恐らく。そのときに、情報を瞬時に共有するっ

ていうことが、もちろんたくさん努力はなさって目指していらっしゃるとはいえ、いわゆ

る雰囲気だとか、いわゆる現場感っていうのは、とてもやっぱりヘッドオフィスには伝わ

りようもないと。そのときに、どちらの判断、つまり、現場には所長さんという技術的か

つ包括的な管理能力を備えた方と、それから、技術的にはそれ以上、それと同等か、もし

くは、それ以上の責任と知識を兼ね備えた主任技術者の方がいらして、その現場のお２人

か、あるいは、３人かの判断と、それから、ヘッドオフィスでの判断はどちらが優先する

かとかいったようなことは社内で取り決めがあるんでしょうか。 

○四国電力 明確にどちらの意見が優先するということはありませんが、私ども、現実的
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な問題として、発電所で事故が起こったときに、その事故の収拾は所長に責任があると思

ってます。で、所長は、原子炉主任技術者の意見を聞きながら、その意見を参考に、自分

で判断するわけですね。ここでどういうふうにするかっていうことは所長が判断する。当

然、本店、本部もありますから、そういうところに意見を求めることはあるでしょうけれ

ども、社内では、基本的には、発電所の事象については、所長が全責任を持って判断をす

るということで運営をする。そうでなければ、いちいち本社に相談して、海水入れますか

止めますかとかいうようなこと言ってたんでは、そのうちにもう事故のほうが進展してし

まうということが今回の事故の教訓でもあるというふうにわれわれは認識してますので、

そういう現場の操作に関しては、もう一任的に発電所長が全責任を持ってやると、判断す

るというふうに私は考えてます。 

○森委員 はい、ありがとうございます。 

 今、こうやって質問をしてる観点は、結局、究極のリスクマネジメントは、やはりあら

ゆることを事前に取り決めておかないと、結局、責任問題だとか判断の揺らぎっていうの

が生じますので、今のようなお考えは、私は支持する側ですけれども、もしそういうふう

にお考えでしたら、いろんな方の立場の方が同じ方向で考えられるように、そういうのは

やはり文書化していたほうが、四国電力さんのためにも、あるいは、四国の他の人のため

にもいいのではないかというふうに考えた次第です。 

○四国電力 取り決めてないっていうふうに言いましたけど、基本的に、原子力発電所の

安全管理といいますか、保安の管理は、保安規定が全てなんですね。その保安規定には、

所長はボス、要するに、所長が主語になって全てのそういう事態に対処するというふうに

なっておりますので、基本的には、発電所で起こったことの全責任は所長にあるというこ

とはもう明文化されてると思ってますが、いろんなところで例えば発電所には非常にたく

さんの財産っていいますかそういうようなものがあるわけですから、そういうときに、所

長はもうこれはこうしようというふうに決めたときに、本社に「こういうふうにしますよ」

というようなことで意見具申することはあり得ると思いますけど、そういうところ、そう

いうときにどちらが優先するのかとかそんなことは明文化したものはございません。です

けど、発電所の運用、安全とか運用に関しての責任は所長であるというのは、先ほど言い

ましたように、保安規定で明文化してるというふうに認識してます。 

○森委員 あるいは、四国電力さんの本店だけではなく、クライシスのときに、そこに国

のトップが入ってきました。つまり、申し上げたいのは、東電の福島第一の発電所の所長

さんが「俺が何と言っても、陰でこうしなさい」というような指示、そういう指示の出し

方でなければ、ああいうことができなかったわけで、つまり、ああいうことは起き得ない

のかどうかっていうことを確認したかったということです。例えば、今回、ＳＰＥＥＤＩ

は出されるということがいくら法律で決まっていても、ＳＰＥＥＤＩの情報が出されなか

った。やっぱりそれは明らかにやっぱり事前に決めたルールに違背してることであって、

ルールに決めた方法が違背するようなことになるわけですから、少なくともそういう、そ
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んなこと言っても仕方がなくって、やはり原子炉の安全には、知識を持ち、技術を持ち、

経験を持って、かつ、緊急の関係者だけで揺らぎがない判断、しかも、やはり所長さんの

判断で最後はいくのであれば、そこに強い権限というか、強く言うことができる、つまり、

考えていることを、正しいことを正しいと言うことができる立場を担保されているかどう

か、あるいは、それを明文化してるかどうか。明文化することによって、自分たち以上の

権力、つまり、国が何と言っても、「いや、こういうことで明文化されているから」という

ことで事前に決まったことを粛々と遂行していくことができるということを担保してるか

どうかという意味で明文化、明文化というか、文章に事前に関係者で取り決めたこととい

うのはしておくのが必要かなというふうに考えた次第でございます。 

 以上です。 

○奈良林委員 今、吉川委員あるいは森委員が言われたことは大変大事なことだというふ

うに私も思います。それで、企業に行ったときなんですが、危険予知訓練というのをやる

んですね。何が危ないかということをみんなで 10 人ぐらい集まっていろんな危ないところ

をまずリストアップして、そして、その危ないとこを今度はどうやって防ぐのということ

を小集団活動でやっていきます。例えば、福島の場合も、例えば津波が１mずつ上がってっ

たときにどういう事象が起きるかということを例えば危険予知訓練をして 10m になりまし

た、11m になりました、これ海水、タービン建屋入っちゃいますよねとこういうことが気が

付けば、今の福島の事故を含めるいろんな対策のきっかけになったんだというふうに思い

ます。それで、今、例えば福島の第一で汚染水がなかなか止まってませんけども、あれは

建屋、それから、中にトーラスという、格納容器の下の部分がありますけども、あそこか

ら何らか漏えいがあって、それから、トーラス室と原子炉建屋から外へ出てる配管があっ

て、そういうところにトレンチを掘っていて、隙間があって、多分、汚染水が外へ出て、

それで、タービン建屋にいった水をまた循環注水で浄化して再度炉心に入れてるので、そ

こに放射性部いつがあることは明白なんですけども、そのうちの一部がトレンチの多分損

傷部から外へ漏れてるんだというふうに思います。で、今、大事なことは、今、国でも、

いろいろとこれから審査になってくると思いますけども、われわれがこれから今、現地調

査を実施するというふうに書いてありますので、少し前もってどこが危ないかと、あるい

は、どこがどういう対策をとってればいいかということをわれわれなりに事前に検討をし

ておく必要があると思うんですね。例えば、止水対策、建屋と建屋から出てくる配管がち

ゃんとふさがれてるかどうか、それから、地下のピットからちゃんと止水扉がしっかりし

てるかとか、そういったこととか、それから、今、火山の話が出ましたけども、火山がも

し噴火して、火山灰が５㎝積もったとすると、それがどういう時間で積もったのか、その

ときにフィルタがどのくらいで目詰まりするか、例えば非常用ディーゼル発電機が動いて

いて、この吸気フィルタに火山灰が入ると、非常用ディーゼル、１回フィルタを交換しな

いといけないんですね。そのときに１回止めるということが入るかもしれません。それか

ら、今度、ガスタービン電源が例えばあったとすると、そのガスタービン電源も同じ共通
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原因事象でやっぱりフィルタの目詰まりを気にしなきゃいけないんです。そうすると、同

時にフィルタを交換するようなことはあってはならないわけで、時間をずらさないといけ

ない。ですから、事前にそういうことを危険予知訓練として検討しておく必要があるとい

うふうに思います。ですから、今、国の審査の紙の上での審査とは別に、実質的にどうい

うことが例えば共通原因事象になるかということをわれわれの目でも見ておく。で、そう

いう目でやはり現地調査に行くということが必要だというふうに思います。それから、去

年、ストレステストまだやってるときに、加圧水型原子炉の場合、充電器盤が地震に一番

クリフエッジになったというんですね。で、このときは、まだ例えば地震の加振試験が済

んでないので、ここが弱くなってますと。で、「充電器盤、どこが弱いんですか」って私、

国の委員会で聞いたところ、その充電器盤の中にタイマーリレーがあって、そのタイマー

リレーの耐震性が弱いですというようなことがありました。ですから、その弱いものはあ

らかじめ手当てをしておくということもこれ危険予知訓練の１つだというふうに思います

ので、ちょっと今日ご質問したいのは、例えばそういった去年ストレステストもあって、

今はあれ全然なくなって無駄になってしまいましたけども、決してそうではなくて、あそ

この過程でいろいろとあぶり出されてきた弱点は、今、どういう段階で対処されてるか。

当然、いろんな安全対策が進んだ上での新規制基準への今、適合審査を受けられてるわけ

ですから、そういった去年から比べて進捗したところもあれば、ちょっとご紹介いただき

たいというふうに思います。それを踏まえてわれわれも現地調査行きたいというふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 奈良林先生からのご質問の中でストレステストの関係の弱点について、手当したかとい

う点でございますが、充電器盤自体についは、盤自体は耐震補強いうふうな形をしており

ます。で、中で何が弱いのかというのは、確かにリレータイマー等なんで、そこらへんの

ところを補修できるような形で、交換するための手順というか、そういったようなところ

のソフト的な対応というふうなのは発電所のほうで確認させております。 

 その他、今回の津波の評価では、敷地に対しまして 4.1m と、それから、敷地が 10m とい

うふうなところで、いわゆる敷地の上には津波というのは影響ないというふうなところが

ありますけれど、われわれやりました浸水対策、水密扉とかそういったようなところにつ

きましても、当然、緊急安全対策で整いました施設関係についての定期的な点検等という

ふうなことをやりまして、そういったものが常に確実に動作、動作というか、機能が発揮

できる、われわれのほうの所員としても、教育訓練もやっておりますので、そういったよ

うなものによって必ずわれわれのほうがそういったものを活用して対処できるといったよ

うなものも継続的にやっておりますので、そういった意味で、ストレステストの反省とい

う、いわゆる浮き彫りになったものについては対応をとっているということでございます。 

 以上です。 

○奈良林委員 ありがとうございます。 
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○事務局 また今後、今、皆さまから出されている課題につきましては、詳細にまた深堀

りをする時間を取ってやっていきたいと考えております。またその結果につきましては、

現地確認を含めてやっていきたいと思っております。 

○吉川委員 ここに書いていない火災の話で、地域の特性いうのは何かないかなと思って

考えてたのですけども、瀬戸内海はタンカーが通ることはございませんか。タンカー火災

とか、タンカーが沈没して油が一杯流れて火がつき、海が一面の火災になるとか、考えれ

ばそんな事態もあるようにおもいますが、タンカーの問題はあまり地域で考える必要はな

いのでしょうか。 

○四国電力 四国電力、多田でございます。 

 今回の外部火災の評価でございますが、ちょっと航路関係での船の火災いうところまで

は考えておりませんが、実際に森林火災、それから、あとは近くにあります石油コンビナ

ート関係、これは松山なんで 50 ㎞以上離れておりますが、隣接すると言えばガソリンスタ

ンドとかそういったものもありますんで、そういったような小規模の施設の火災でありま

したりとか、それから、あと、一番大きいのが、やっぱ構内のほうで燃料タンクを結構構

えております。これについては、それを発火源というふうなことで、現状保有している油

が燃えたというふうなところでの安全施設への影響評価、これ、全てやっておりまして、

そこでいわゆる建屋関係での表面温度に問題ないであったりとか、機器関係の表面温度に

問題なく機能が発揮できるとそういったようなところの施設内での、施設内で起こるのが

やっぱり一番いわゆる近くということで結構強烈であるというふうなことも考えておりま

して、そういったような評価を行いまして、その評価結果につきましては申請した次第で

ございます。 

 以上です。 

○吉川委員 タンカーの話は考えていないということですね。 

○望月部会長 一言書いておくと、一応考えたっていうことになると思うので、ゼロじゃ

ない限り、ちょっと入れておくといいのかもしれないなと思いました。 

 その他、ございませんでしょうか。 

 森先生、どうぞ。 

○森委員 ちょっと前半のほうに戻った質問になります。津波に関することで教えていた

だきたいと思います。12 ページのところで津波のご説明がありまして、敷地前面の断層群

についてはほとんど小さくって、地すべりが起きたときの津波が最も大きくなるというご

説明でしたし、それはこれまでの資料を使った説明でしていただいたので、それはそれで

理解をしているつもりでの質問でございます。規制委員会のほうの審査で、このへん、ど

れぐらい深く突っ込んで議論をされたかということについての質問です。９ページにいわ

ゆる強震動に関してどういう断層運動を想定してというそういう議論の基になるいわゆる

セグメント区分だとかジョグだとかといったようなことを議論するために９ページの図－

２というものが、これの詳細なことに関してこれまでに資料提供いただき、あるいは、そ
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れを一望するような絵が図－２だと理解しています。で、質問は、こういう意味で、いわ

ゆるここは引張性ジョグということで、断層運動に関してはそれはそれでいいんですけれ

ども、お聞きしたいのは、いわゆるこういうところの引張性のジョグがあるということは、

圧縮性のジョグがあるのか、あるいは、断層に沿って全面、全面的というか、比較的均質

に、均質というか、押されるほうの半分均質に上がるのか、つまり、右横ずれ断層ってい

う基本的な性質は持ちながらも、上下運動をやっぱり考えられるわけで、それはそれで今

まで検討されているのも知っています。それ以上に突っ込んだ局所的な例えば上昇運動だ

とか、あるいは、それを懸念させるような断面について議論があったかどうかをちょっと

お聞かせ願いたいと思います。 

○四国電力 はい、四国電力の松崎です。 

 先生のおっしゃったような引張性のジョグのところは、そこでやっぱり陥没地形が生ま

れます。そういうところの陥没によってどの程度の津波が生じるのかというのは規制委員

会の審査会合の場でもコメントがございまして、現在、そのような津波評価をしたらどう

いうような影響があるかというの今、解析中でございます。先生のようなご指摘、確かに

ございました。 

○森委員 やっぱりそんな細かいところに突っ込んだ見方をした意見があったということ

ですね。 

○四国電力 地質を専門にされる方なんですけれども、従来の津波の評価っていうのは単

純に断層面を動かして、地表面がどんぐらい動くかでもって津波評価しますけれども、そ

ういうんじゃなくって、海底のやっぱり地形にやっぱり着目されるんですね、その方は。

そこが上下することによってどのぐらい津波が生じるのかというようなやっぱりコメント

はございました。 

○森委員 もう１つですけれども、もう１つは、基本的に立った横ずれ断層というような

理解なわけですね。しかしながら、強震動の評価のときにばらつきを考慮したということ

で、この直立が本当かどうか、あるいは、北側傾斜かな、北側傾斜になっている場合、そ

んなこともあり得ないとはいえないということでなった場合でもということで強震動、例

えば推算というか計算をして評価しておられました。同じような考えで、傾いていたとき

に、やはり上下方向成分が出てくれば、線上ではありますけれども、この線上に沿って線

上津波が生じる可能性というか、そういうメカニズムを考えたら、生じる可能性があるわ

けで、そういった強震動における傾斜断層運動を津波という事象に対しても当てはめるっ

ていうような検討について何か議論があったかどうか、それについてお伺いします。 

○四国電力 四国電力、松崎です。 

 それは議論の以前の段階で、申請書の段階で、われわれは不確かさの考慮として想定し

てやってございます。結論としましては、津波の場合、寝かせたほうが鉛直の変位量が小

さくなるので影響が小さかったということですね。ですので、津波の場合は、鉛直のモデ

ルが代表的なものということになってございます。そういう意味で、審査会合の中でのコ
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メントはございませんで、事前にわれわれ、検討していたということです。 

○森委員 正確に説明いただきました。ありがとうございました。 

○高橋委員 今の森先生の延長線上なんですけれども、四電さんは、まだいわゆる地質境

界としての中央構造線は 30°ぐらいで北に傾斜しておると。その上に断層系の今、ここに

図示されてるようなエシェロン状とか、上側北側の断層が配列してると。だから、軟らか

いやつは鉛直に近い、その代わり、境界を形成しておるいわゆる中央構造線、地質境界と

しての中央構造線は緩く寝てるとそれでいいですよね。そういうふうにお考えですよね。 

○四国電力 地質境界としては北に 30°から 40°傾斜している、現在のジョグをつくった

りするような活断層としての中央構造線は鉛直と考えてございます。 

○吉川委員 前回、私が欠席したときに前に質問したことを思い出したのですけども、添

付－３の緊急停止失敗時の未臨界にするための装置、ここは添付５－１、多様化自動作動

盤により出力を抑制し、その後、ホウ酸を注入することによって原子炉を未臨界（停止）

することができることを確認ということがここに書いてある。これを説明いただけますか。

５－１で、どこを見て、多様化自動作動盤というのがどれかなというところからですね。 

○四国電力 はい、四国電力の門屋です。 

 影響緩和装置自身はいわゆる電気盤ですので、現地のとこに盤がありますので、ちょっ

と具体的なものにつきましては、また次回、そういうものを含めて今後ご説明させていた

だけたらと思っております。 

○吉川委員 ということは、書いていないということですね。この添付５－１に、炉心損

傷防止対策中に多様化自動停止盤かそういう名前のものがあって、その後、ホウ酸注入を

するのかなと思っのですが、盤がないから、どこにあるのか。前回、欠席したのでこの１

枚に書いてあったのは、どのようにするのか質問した覚えがあります。 

○四国電力 四国電力の門屋ですけども。 

 ⑨番の原子炉自動停止失敗時の影響緩和装置というものなんですけども、こちらのほう

につきましては、先ほどありましたけど、原子炉自動停止失敗時の対応としまして、原子

炉トリップが発生してないときとかにつきましては、補助給水を起動するとか、タービン

トリップ信号を発信させるという機能もあるんですけれども、その他にも、この盤自身に

はいろんな機能とか持たせておりまして、そういったものがありますので、またそちらの

ほうにつきましてもまた。 

○吉川委員 今、別に慌ててする必要もないですし、また別途説明でよいです。そうして

ください。お願いします。 

○四国電力 分かりました。 

○森委員 森でございます。 

 地震動増幅に関係して質問します。論点と対応状況という表は３ページになります。３

ページで、いわゆる 16 地震について分析評価を実施しなさいという内容で、それを実施、

多分、これまで、16 かどうかは別にして、観測された地震について確か前回、ご説明少し
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あったと思、違うか、あれは 16、この深さじゃないや、昔の観測については一度お聞きし

たことがありますが、この点についてちょっと確認・質問したいことがあります。これに

ついては 11 ページが深部構造になってくるわけです。ここでは、三次元的には地質構造は

ほぼ水平成層であると。速度構造から見ても水平成層であるとこういうことは事前にもこ

ういうものを少し見せていただいて、これまでにも説明聞いておりますので、それはそれ

で理解をしてるつもりですが、この図－２に描いてありますように、深くなってくると、

先ほどの中央構造線の境界が傾いてるっていうのとこれは関係しているのかどうか分かり

ませんが、いわゆる柏崎のときに問題となった地盤の増幅というのが、あそこのいわゆる

建屋を設置している基礎地盤としての基盤のＶｓはそれほど大きくない。ですから、地盤

内の増幅っていうのはそれほど深くない領域での話だったかと思うんですけれども、こち

らのサイトの場合、建屋が建っている岩盤そのものがとても良質ですから、逆にそういう

Ｖｓが大きい基盤だと、さらにそこにある基盤構造というのが効いてくるであろうという

ふうに思います。ですから、深い基盤構造が水平成層かどうかっていうのがポイントにな

ってくると思うんですけれども、そのあたりにはまずどのようにお考えになっているかと

いうことを教えてください。 

○四国電力 四国電力の松崎です。 

 深いとおっしゃるのがちょっとどの程度のレベルかにもよるんですけど、例えば。 

○森委員 何㎞単位というそれぐらいの深さ。 

○四国電力 はい、例えば、この 11 ページの図－３のオフセットＶＳＰのとこの断面で見

ていただきますと、左側のところにちょっと上にやぐらが立ってるの見えますかね、東京

タワーが立ってますよね。その下のところがちょうど 2,000m のボーリング孔を示してます。

ですので、これのしましまが濃いといいますか、真ん中のとこぐらいまで濃いですよね。

これが要するに 2,000m です。深さ 2,000m です。ですので、この図でいうと、だから、一

番下が４㎞ぐらいでしょうか、そういう図になっていて、その 2,000m のところからオフセ

ットＶＳＰの探査で真横に黒いしまがあるということは、速度構造的にほぼ水平の構造と

なってます。こういうように、オフセットＶＳＰと、これ、他の弾性波探査の結果も組み

合わせた結果なんですけども、これを見ると、４㎞程度まではこういうほぼ水平のような

構造が見えますので、そういう柏崎のようなああいう傾斜したといいますか、レンスがあ

ったりするような構造ではないというのを確認しております。 

○森委員 はい、ありがとうございました。 

 一応そのことを基本的には理解してるつもりでもう少し、もう１回だけ突っ込んだ質問

ですけれども、結果的にどういう探査であれ、ある意味、探査測線に沿ったものしか分か

らない。しかしながら、実際の地震動というのはもう連続的な媒体を通っていきますので、

結局、何が言いたいかっていいますと、この深度 2,000m っていうふうに設置された地震計

と、それから、地表近くの地震計、これらによっていわゆる地震動特性っていうのが、実

際の地震動特性が測れると思いますので、したがって、ここで観測された地震動の分析結
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果というのが、ある意味、事前に探査によって推定されている三次元構造が適切であった

かっていうのは、観測結果を分析することによって初めて実証的に理解できるであろうと

思います。そういう意味で、この 16 地震の分析結果については、できるだけ早めに結果を

この場でご説明していただければありがたいと思います。私自身は、もうここをクリアで

きたら、自分の能力の範囲で、ほぼほぼそれなりのことをやってきた感がありますので、

まさにこの 16 地震動の結果というのが早く知りたいわけでございます。よろしくお願いい

たします。 

○四国電力 松崎です。 

 国の審査会合の場でも先生と同じようなコメントは頂いてございまして、こういうよう

なやっぱり中央構造線が北に傾斜するような構造なんかもありますので、そういうふうな

構造でもって１・２・３号機の号機間で揺れが違ったような傾向が見えないかとか、そう

いう検討をしなさいというコメントを頂いてます。で、それに対応すべく、実際に伊方発

電所でとれた地震記録、原子炉補助建屋の基盤で取れた記録を１・２・３号を比べて差が

ないかどうかとか、そういう今、検証やってございます。そういうコメント回答を国のほ

うにする予定でございますので、そういう今、資料を作成中なんですが、そういう資料を

用いてまた後日ご説明させていただきますので、よろしくお願いします。 

○吉川委員 30 ページの図でまた思い出してすみません。添付５－２の格納容器破損防止

対策で、「格納容器再循環ユニット海水放出配管」とか、「③」の辺の話です。格納容器再

循環ユニットに水、海からの水も入れたりして熱を取る感じのループがありますが、これ

は恐らく配管破断したときに、特に炉心溶融して原子炉容器の底が抜けて、サンプにドサ

ッと溶融炉心が落ちてきたときの除熱の話ではないかと思うのですけれども、そうならな

いように、原子炉の炉底もなんとか冷やすとかそういったためのものだとは思うのですけ

れどもそうでしょうか。これはポンチ絵だから、このように見当違いなことを質問してい

るかもしれないと思うのですけれども、このように２次側からの水量だけをたくさん増や

したところで、１次側の流れがどういう流れや、原子炉格納容器の中で水が漬かってると

して、そういうところの水がどのような流れになっているのかが分からない状態で本当に

その熱が取れるのでしょうか。というのは、炉心の溶融したものがドサンッと落ちてきて、

サンプの中に落ちてきたときに、確実に冷やされるのか。このような間接的な冷却ではち

ょっと難しいのではないかなと思うんですね。そこで、１つの問題は、そういう原子炉の

底が抜けたとき、ドサンッと下へ落ちてきたときに蒸気爆発の可能性がある、溶融炉心が

下へ抜けて、下のサンプの水と当たったときですね。そういう可能性もあるのを防ぐため

の何か有効なものを考えておられるのかなと思ったのですが、四国電力さんがお考えのス

トーリーが分からないので、その辺の考え方をちょっと説明していただけるでしょうか。 

○四国電力 四国電力の門屋です。 

 それでは、まず最初に、格納容器再循環ユニットに通水するということにつきましての

まず目的なんですけれども、こちらのほうの格納容器再循環ユニットというのは、通常の
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運転中も格納容器内で発生する、機器から発熱されてる熱を除熱している装置なんですけ

れども、こちらのほうにつきまして、要するに、こういう格納容器スプレイとか何とかも

使えなくなったときに、いわゆるこれ、格納容器の再循環ユニットは冷却するコイルがあ

りまして、そこに海水とか、通常は海水ではないんですけれども、原子炉補機冷却水の通

水をすることで、その冷却ユニットのコイルを冷やすという行為を通常運転中しておりま

す。で、こういうシビアアクシデント時につきましてスプレイとかが使えなくなったとき

に、静的にこの格納容器再循環ユニットの冷却コイルの冷却水として通常の原子炉補機冷

却水系とかが使えなくなった場合に、海水を補機冷却水系のほうに流し込んで、再循環ユ

ニットの冷却コイルの機能を利用しまして格納容器の除熱しようとしてるものです。です

から、再循環ユニットのちょっと位置が下のほうにありますけれども、実際には、格納容

器の高いところ、当社の場合、格納容器の先ほどおっしゃってたサンプとかそういったと

ころは 12m とか、ちょっとあれですけれども、もうちょっと下だったと思うんですけれど

も、それに対しまして、再循環ユニットにつきましては、17m 以上とか 32m 以上のとこにあ

りまして、そういった水没することもございません。 

 それと、先ほど、原子炉損傷が生じまして炉心が溶融して、格納容器の底のほうに落ち

るということにつきましては、十分な水量をそういう原子炉容器損傷が起こる前までに水

がたまっておけばよいという、こちらのほう、結論、計算上そうなっておりまして、今回、

申請させていただいてますけれども、それにつきましては、例えばここでは⑩番、通常の

格納容器スプレイが使えないときには、⑩番の代替格納容器スプレイポンプというものも

使って格納容器内に注水してやって、原子炉容器が損傷する前までに下に水を張って、そ

ういった事象が生じないようにしているということが今回の対策の１つとなっております。 

○吉川委員 これは私の解釈が間違っていて、図中の下のほうにある格納容器再循環ユニ

ットは実際はもっと上部にあるもので、別の用途であるということですね。炉心溶融時の

問題は、冠水するだけでよい。格納容器の下のほうに水をいっぱい入れればいいのだから、

格納容器スプレイを使用してじゃんじゃん入れる。それだけですという、考えですね。 

○四国電力 はい、そうでございます。ですから、この格納容器再循環ユニットというの

がいわゆるヒートシンクといいますか、そちらのほうの１つの機能を持っているというこ

とでございます。 

○吉川委員 これは、なんかそういう下から冷やすもののようですけれども、これは在来

のＰＷＲの場合は特にそういう炉心の底の抜けたときにどうするという話は、そういうス

プレイを増やす、水を増やすという考えだけで大丈夫だというそういうストーリーなんで

すか。規制庁もそういうふうに考えているというふうな感じですか。わざわざ「格納容器

破損防止対策」と書いてあるので、福島事故の場合に割合簡単に原子炉の底が抜けたので、

そういう場合への対策と誤解して、ちょっと聞いただけですけど。 

○四国電力 はい、四国電力の門屋です。 

 はい、今回の申請におきましては、先ほど先生もおっしゃいましたように、既存の格納
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容器スプレイとかそういったものの他に、代替格納容器スプレイポンプとかを設けて水を

ためておくということで、そういった事象が生じないということで今回は申請させていた

だいてまして、今、審議していただいているところということでございます。 

○吉川委員 はい、分かりました。内容はまた聞かないといけないようですね。 

○奈良林委員 すみません、このＰＷＲの今の格納容器の破損防止対策ですけど、他の発

電所と違う絵が使われてる、もっと分かりやすいやつがありますので、次回、ちゃんと分

かるやつを今、吉川委員のご説明については、例えば格納容器は最上階に、上のほうにあ

って、下のほうは水が張ってあって、さらに、溶融物を斜め下に流すような構造をちゃん

と描いてる図もありますので、そういう図をちゃんと出して説明していただいたほうがい

いと思います。 

○望月部会長 それは、奈良林先生、その分かりやすい図っていうのは、手に入りやすい

んですか。 

○四国電力 すみません、ちょっとこの絵の中では示してないんですけれど、今、門屋が

説明した中で、こういう代替のスプレイポンプなんかでスプレイすると。それで、原子炉

容器の下のコンクリートのほうにドリルホールっていうふうな穴を開けております。これ、

数インチの大きい穴なんですが、そういったところで確実に原子炉容器の下に水が張るこ

とができるというふうなことで、国内のＰＷＲについては、コアキャッチャーというふう

なところの設置までは至っておりません。 

この格納容器の再循環ユニットについては、今も言ったように、いわゆる除熱機能とい

うようなとこで格納容器全体のほうの除熱というふうなことを目的として設置しているも

のでございます。 

 以上です。 

○森委員 森ですが。 

 資料 13 ページの竜巻に対する影響評価というところに関して少し教えていただきたいと

思います。私自身は風だとか竜巻の専門家ではありませんので、少し稚拙な観点もあるか

と思いますが、よろしくお願いします。まず、設計風速の設定で、69m/s という、この間の

越谷での風速がこれぐらいの大きさかとそういうことで聞いているわけですが、実際に見

てみないと分からないので、３日前の日曜日に行って、現地、ちょっとだけ見てきたんで

すけれども、自分で見てみますと、非常に狭いところは強烈にひどいというか、20m ぐらい

のところはもう石や砂がばんばん飛んできてるような跡がもうその辺の壁に見えるわけで

すね。それで、そういう現地を見ますと、いわゆるここでは構造安全性、構造健全性につ

いて論点として書いてございます。ところが、構造安全性はもちろん重要であることは言

うまでもないんですが、それ以上に、いわゆるガラスだとか設備だとかに対する集中的な

石つぶてっていいますか、いわゆるここで書いてある設計上の設計荷重の設定のところで、

いわゆる風圧力あるいは圧力差のこの２つは、風というとこういうことなんですけれども、

３番目の飛来物の衝突による衝突荷重、これも恐らく構造設計的な観点からではないかと
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思うんですけれども、質問は、構造設計のみならず、そういう構造体ではないもの、構造

体ではないけれども、機能を持続するために重要なもの、例えば窓ガラスであるとか、あ

るいは、外に露出した設備であるとか、そういったものの取り扱いについてはどうなって

いるのかということについて教えていただきたいと思います。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 ここの竜巻に関しては、当時の申請の時点では 69m/s というふうなところで、一番やっ

ぱしエネルギー、確かにこの石っていうようなところはやっぱあんまり重さがないという

ようなとこで、やっぱ効いてくるのが構内に置いている資機材関係、鉄パイプであったり

とか、鋼材であったりとか、そういったようなところっていうのがこのスピードっていう

ふうなとこのエネルギーがすごくあります。したがいまして、安全系の設備については、

原子炉建屋、それから、補助建屋というふうなところでは１mぐらいのコンクリートで守ら

れた部屋というふうなところのものでありますし、屋外でむき出しのものも重要な設備は

あります。所謂タンクであったりとか、海水ポンプであったりとか、それから、燃料を貯

蔵している設備、これらについては、そういったような構材が当たったとしてもというふ

うなとこなんですが、なかなか構材自体では、すみません、今の構造部材だけでの強度で

は対策は無理というふうなところで、現状では、ある意味、いわゆるエネルギーを吸収す

るネットを張ったりとか、それから、機器のところに吸収材を、いわゆる覆うというか、

そういったようなところで、機材に直接エネルギーっていうものが伝わらないといったよ

うな対策を施すことによって、こういったような竜巻においても安全性への影響はないと

いうふうなことを評価し、現在、工事というふうなものを考えてるとこでございます。 

 以上です。 

○望月部会長 ありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

○森委員 窓ガラス系とかそういうふうなのはないんですか。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 重要な設備には、窓ガラスとかいうふうなところが入ってるものがございませんので、

現状、コンクリートなり構材というふうな中での評価にしております。 

 以上です。 

○森委員 いわゆる免震棟っていうものも同じだと考えてよろしいですか。 

○四国電力 多田でございます。 

 免震棟の中で一番重要なところが緊急時対策所。これについては、壁、70 ㎝の遮へいな

壁というふうなことで、ガラス等は一切使っておりませんので、そういった中では、そう

いったような対応が施されているというふうに考えております。 

○宇根崎委員 宇根崎です。 

 今の森先生の竜巻の影響ということなんです。ご説明の中にもありましたように、竜巻

に関しては、やはり今までの系統的な知見の蓄積がやっぱり少ないということで、不確か
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さをどうやって評価していくかとか、どういうふうな形で基準竜巻とか設計竜巻を設定し

ていくかというところらへんが非常に難しくて、例えばこれは７月の 29 日、ちょっとすみ

ません、ちょっとこれ、この配布資料の範囲超えた話なんですが、７月 29 日のヒアリング

なんかでも結構大分の資料をお出しされ、例えば深層防護から 100m/s のものとか影響され、

説明とかされてるんですが、その後の事業者ヒアリングの議事録等を見ましても、結構、

今、まだちょっと私の理解では、まだ竜巻評価に関しては、まだすっきりと解決、解決と

いうかな、道筋が見えていないというふうに理解してるんですが、これは今後、どういう

観点でこの影響評価を精緻化していくかというとこらへん、もし今、現段階で、まだ審査

側もあまり、この間ですけど、審査側もなかなか手探りの状況でいろいろ審査に当たられ

てるかもしれないんですが、現時点で、今後、どういうふうな方法で進めていくのかとい

うところ、ご説明いただけませんでしょうか。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 先ほど私が説明した 69m/s というものは、ここ過去 50 年ぐらいのデータに基づきまして、

伊方地域の発生っていうふうなとこの発生頻度等、それから、あと気候関係が竜巻には非

常に大きく影響いたしますので、そういったような観点で、瀬戸内海っていうふうなとこ

ろを検討対象地域というふうなことで 69m/s を設定しております。私のとこの先ほどの説

明でもちょっと申し上げましたが、なかなかそういったようなところのデータが少ないと

いうことで、本当にそれが立証できるのかというふうなとこで、なかなか説明が困難とい

うことで、今、検討対象地域をいわゆる瀬戸内海だけではなくて、伊方を中心として 160

㎞の範囲を引きまして、そうなってきますと、当然、九州のほうの宮崎県であったりとか、

それから、山口のとこを越したりとかいうふうなところが全部、瀬戸内海とは別に入って

くるような形になってきております。で、そこのところの発生でいきますと、100m/s 近い

ようないわゆる台風起因によります竜巻等の発生というふうなところも経験がありますの

で、そういったような内容を含みましていわゆる検討地域の見直し、それで、最終的には、

設計竜巻のほうの風速を設定しまして、それに耐え得るようないわゆる施設というか、防

護設計というふうなところを現在もちょっと検討中ですので、検討がまとまり次第、あら

ためて規制庁側へのヒアリングというふうなことについても行うというふうなことでござ

います。 

 以上です。 

○宇根崎委員 すみません、今の関連してなんですけど、竜巻に関して影響評価まで具体

的なプラントで進んでいるのは伊方３号機だけなんでしょうか。一応ちょっとお聞きした

いんですけど。 

○四国電力 多田でございます。 

 これについては、各プラント、各電力等もヒアリングはちょっとやってるかどうかとい

うのは分かりません。今、われわれのところでの説明だけさせていただきました。すみま

せん。 
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○宇根崎委員 はい、ありがとう。 

○高橋委員 高橋ですが。 

 風速だけじゃなくって、伊方はもう前が海ですから、海水巻き上げてきてその海水で送

電線だとかいろんなものに対する影響なんかも考えておかれたらと思うんですが。それは

またよろしくお願いします。とにかく、海水を巻き上げてくるわけですから、かなりそう

いう送電線等々に影響ありますよね、もしかかったら。大丈夫ですかね。大丈夫ならいい

んですけども、そういう巻き上げてくるものが陸地とは違うから。海のもの、海水という

ことで、また何かありましたら、調べておいてください。 

○森委員 森です。 

 構造健全性の確認をするという対象物について確認のための質問をしたいと思います。

13 ページに、これは例えば竜巻ですが、竜巻の場合に、「施設の構造健全性の確認」という

ところで、「主な評価対象施設」、「建屋・構築物等」というこういうような表現であります。

で、お聞きしたいのは、こういったことが例えば 32 ページに重大事故等の対処に必用な電

源設備とありますが、こういったものにもそういういわゆる地震力あるいは風力、そうい

った設計荷重を同様に考えているのかどうかっていう質問です。例えば、32 ページの⑦に

ピンクと青で配電線と、それから、電気の線がなぞって描いてあるわけですけども、これ

らが既製のいわゆる既製の配電柱なんかだと、この間も越谷でぽきぽき折れてるのをもう

10 本以上見てきましたので、このへんのところが少し気になりましての質問です。よろし

くお願いします。 

○四国電力 四国電力の多田でございます。 

 まず、13 ページのほうに書かれております施設の構造健全性確認ということで、これら

については、安全施設側、原子力発電所における安全性を有する機器といったようなとこ

ろを防護対象設備といたしまして、ここらの機器が建物に入っている、すなわち、耐震性

を有している原子炉建屋、それから、補助建屋のほうに入っているものについては、建屋

のほうの耐性の中でそれをキープすると。 

○森委員 いわゆるＳクラスというやつですか。 

○四国電力 すみません、この安全施設ということなんで、耐震重要度のＳクラスってい

うんじゃなくって、それを包含するような安全施設があります。気体の廃棄物処理系もそ

うですし、そういったようなところにつきましても防護対象設備というふうなことをカウ

ントしまして、そこをどういうふうな形で防護するかというふうな中で、建屋の耐性で防

護するもの、それから、横にあるやつが、これ、海水ポンプ、補助給水タンク、これらは

全て屋外の機器なんで、この屋外の機器については、そのもの自体の耐性で防護していく

と。したがいまして、そのものでいわゆる耐性が講じられないやつについては、先ほど申

しましたネットであったりとか、吸収材といったようなところを施すことによって機能の

機器の安全性を担保していくと。そういったようなところで、屋内機器、屋外機器という

ふうなところで分けて、いわゆる防護のやり方ということについては考えております。 
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 以上です。 

○森委員 確認ですが、つまり、安全防護対象施設という中に重大事故等の対処に必要な

電源設備に関するものは全て入っているという理解でよろしいんでしょうか。 

○四国電力 すみません、多田でございます。 

 先ほどの電源系のところ、32 ページで描いておりますが、ここのところの⑦番の配電線

関係、これについては、安全施設として定義付けしておりませんので、これらについては、

いわゆる防護対象設備というふうなことではカウントしておりません。この中では、非常

用ディーゼル発電機であったりとか、直流電源装置とか、そういったようなところの安全

性が高いやつについては、これ、建屋内にというふうなところに入っておりますが、これ

らについては、防護対象設備というふうなところで防護するものということで定義しまし

て評価を行うようにしております。 

○四国電力 四国電力の川西でございます。 

 配電線の件に関しましては、配電線は、森先生おっしゃるとおり、地震でも風でも倒れ

やすいものではございますが、逆に言いますと、すぐ復旧できる設備でもございまして、

壊れても、何らかの要因で壊れても、発電所の中に資材を準備しておきまして、コンクリ

ート柱を立て直す、電線を張り替えるということですぐに復旧できるという利点をもって

電源確保策に有利に働くものとして自主的に設置しているものでございます。 

○森委員 つまり、配電関係というのは、何かがあってもすぐに復旧できるという前提が

担保できるということなんですか。 

○四国電力 四国電力の川西でございます。 

 そのために、発電所の中に電柱の建具とか、ケーブルを張るための訓練設備を設けてお

りまして訓練をしてございます。 

○望月部会長 森先生、まだ 100％納得がないような顔をされてますけど。 

○四国電力 ちょっと、柿木ですけど、補足させていただきます。⑦番の配電線は、これ

がないと電源が確保されないというものではなくて、送電線とか、それから、外に置いた

電源車ですとか、そういうふうなもので電気は送れるんですけれども、多様化を図ろうと

いうことで、近傍に変電所がありますので、配電線をわれわれとして自主的に追加してお

る設備です。これは、おっしゃったように、確かに竜巻だとか、大きな地震が来たときに

被害を受ける可能性はありますが、発電所の中にコンクリート柱と、それから、ケーブル

は常時常備しておりますし、発電所の所員で、所員といいますか、発電所の中で働いてる

人でそういうことができるような訓練もしております。ということで、比較的、被害を受

けても早期に復旧ができる電源の多様化ということで設置してございますので、これが

100m/s の竜巻に耐えられるというような設計はしてございません。ということでございま

す。 

○森委員 了解しました。多重化のための１つであってということですね。はい、了解し

ました。 
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３ 閉会 

 

○望月部会長 議論たくさんされましたけども、ちょっと帰りのフライトもぎりぎりにな

ってる委員の先生方いらっしゃいますので、このへんでこの部会、終了したいんですけど、

よろしいでしょうか。 

 たくさんご意見頂きましたけども、それぞれの専門の立場からより突っ込んだいろいろ

なご意見、それから、ご質問を頂きました。 

今日は、これからのこの委員会の論点を整理して、どのように進めていこうというよう

な了解が得られたものと思います。そういう方向で今後、進めていきたいと思います。よ

ろしいでしょうか。 

 それでは、そのようにさせていただきます。 

 この審議の進め方については、今後、国の審議状況も踏まえて必要に応じて随時見直し

ということも必要になるかもしれませんので、そのへんはどうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 以上で本日の審議・報告事項は全て終了いたしました。 

 四国電力さんにおかれましても、今後、新たな知見等の収集に努めていただいて、これ

までと同じように、自主的な対応を含めて積極的に安全対策のさらなる向上に取り組んで

いただきたいと思います。 

 これで本日の環境安全管理委員会原子力安全専門部会を終了いたします。 

 委員の先生方、どうもありがとうございました。 


